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東日本大震災と東北広域卸売企業・東流社
佐々木　　聡
はじめに
　別稿 1 でみたように，2011（平成 23）年 3 月 11 日（金）に発生した東日本大震災は，多く
の生命・財産を奪った。人々の日常生活を支える日用必需品を生産するメーカーの工場・倉庫
も被災し，消費者に商品を販売する小売企業の店舗も被災した。同時に，メーカーと小売の間
の流通を担う卸売企業も被災した。道路が寸断され通行車輛も制限され，ガソリンの供給も不
十分だったため，物流は機能不全となった。
　それと連動して発生した翌 3 月 12 日の東京電力福島第一原子力発電所の事故，さらに 4 月
7 日（木）の大きな余震は，再び大きな被害をもたらし，回復を大きく阻む要因となった。製
造企業，卸売企業，小売企業の各社は，被災地の自社各拠点が混乱するなかで，振替生産や代
替経路によって被災者への商品供給の復旧に努めた。
　ところで，メーカーから消費者にいたる流通システムが円滑に機能している平常時でさえ，
中間流通を担う卸売企業に経営史研究者が焦点をあてることは比較的少ない。緊急時を対象と
した検証の際は，その傾向がいっそう募るきらいがあろう。それは，需要サイドである被災者
から流通の上流分野への直接的かつ即時的な納入の要求が高まるので，小売企業からメーカー
への直接的な商品供給の交渉のみがおのずと想定されがちだからである。すなわち研究者の視
点にも，平常時にもまして無意識的に「中抜き」が生じて，視点の欠落に起因する部分的解明
にとどまってしまうおそれがある。
　そこで，本稿では，被災地である仙台市に本社を置く日用雑貨（石鹸，洗剤，紙製品，電池
その他）の東北地域の広域卸売企業である株式会社東流社（1995 年設立）の事例をできるだ
け詳細に検討することによって，そうした視点の欠落を補い，全体像を解明するための一歩を
踏み出すことにしたい。
　その際，まず東流社の東日本大震災発生時までの経営展開の概史を確認し，同社の社歴の時
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系列上での震災とその対応の位置づけをみておくことにしたい。そのうえで，大地震の発生が
同社の業務機能におよぼしたオペレーションやマネジメントの問題について，できるだけ詳細
に探ってみる。さらに，商品供給の要である物流面の課題にどのように対応したかを検証する
ことにしたい。
1．東流社の経営概史
　本稿で検討の対象とする東流社は，日本経営史の研究史上，あまり検討対象として取り上げ
られたことがないので，同社の発足から東日本大震災が発生した頃までの約 15 年の経営史の
概要について確認しておきたい。ついで，大震災発生の頃の事業拠点や経営の状況についても
みておくことにしたい。
（1）東流社の設立と初期の展開
①東流社の成立
　株式会社東流社は，1995（平成 7）年 6 月 7 日 2 に資本金 5000 万円で仙台市宮城野区榴
つつじがおか
岡 3
丁目 4 番 18 号に本社を置いて設立された。小売業界の広域化の影響で日用雑貨卸の主要企業
による広域化が進展し，東北地域が激戦区となる経営環境下でのことであった 3。
　 東流社の設立には前史があった。設立 5 年前の 1990（平成 2）年 5 月，株式会社熊長本店（岩
手県盛岡市）の熊谷昭三は，業界再編の動きが慌ただしくなるなかで，親交の深い東北各地の
同業者に呼びかけて企業合同を目的とした話し合いを始めた。呼びかけに応えたのは，寺
てら
長
ちよう
株
式会社（青森県青森市），株式会社大
おお
須
す
賀
か
（宮城県仙台市），株式会社芳
は
賀
が
（福島県北会津郡）
であった。翌 1991 年 7 月には，これら 4 社に株式会社浅香商店（岩手県一関市），吉村広
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株
式会社（宮城県仙台市），キャスター商事株式会社（宮城県仙台市），株式会社アキヒコ（山形
県山形市）の 4 社を加えた 8 社で，東北広域流通協同組合を設立し，企業合同という新しい卸
売りのシステムの構築について研究を開始した 4。宮城県で 3 社となったのは，各メーカーと
の関係で代表的な存在が異なっていたからである 5。
　同組合の理事長となった熊谷昭三は，小売業界の合併・再編の動きと大手卸売企業の攻勢が
次第に激しくなるなかで，「東北資本の卸を組織として残す方策を考えねばならない」との思
いを強くするにいたった。その思いに共鳴する経営者たちが集まって方策を練った結果，東北
広域流通協同組合を土台にして新会社を設立し，マーケティング機能や物流機能のいっそうの
高度化をはかるべきだという方向に意見が集約されたのである。1995 年 3 月 28 日，東北広域
流通協同組合加入の寺長株式会社，株式会社熊長本店，株式会社大須賀，株式会社芳賀，吉村
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広商株式会社の代表が集まって，東京のパレスホテルで合同による株式会社東流社の設立が発
表された 6。
②発足直後の経営展開と物流網
　1995 年 6 月に東北の有力卸売企業が結集して設立された東流社は，同年 10 月 1 日に，設立
母体となった各社から営業権の譲渡を受けて営業を開始した。資本金もその前月 2 億 5000 万
円へと増資した 7。
　翌年から，東流社は，東北以外の地域へも進出してゆく。1996 年 3 月には，新潟市に物流
センター（床面積 1060m2）を設置した。会津若松に拠点を置く取引先の食品スーパーが新潟
県での店舗網を拡大したことへの対応であった。それとともに，新潟県の地元ホームセンター
やドラッグストアが東北地方に進出して，新たな取引が始まったことも契機となった 7。同年
5 月には同様に比較的規模の小さい物流センター（建築面積約 2300m2，倉庫部分 2200m2）を
秋田県大館市に設置し，秋田県北部の地場のスーパーとの取引に対応することとした 8。
　さらに同年 11 月には北関東の栃木県矢板市にも物流センター（床面積約 1150m2）と営業所
を設置して関東に進出した。土地・建物とも賃貸方式であった。このセンターは，従来から母
体の芳賀と取引関係のあったホームセンターのカインズ（群馬県高崎市）の物流が中心のセン
ターであった 9。翌年の 1997 年には 9 月には，大宮に営業所を設置した。東京に本部を置く取
引先の小売店との連絡を密にしたり，新規の顧客の開拓もねらいとされた 10。矢板と大宮の両
拠点は，後述する経営の再建過程で，栃木県佐野市の支店に統合される。矢板の拠点とほぼ同
時期に，札幌にも営業所を開設した。札幌に本社を置くホームセンターのホーマックとの取引
の拡大に応じたものであった 11。
③広域物流システム構想と受託業務
　物流システムとして，東流社では，保管拠点の大型のセンター（ケース・センター）を物流
基地として，そこから出荷拠点の小型センター（物流センター）へ運び地元の小売店へ配送す
るという流れをつくった。
　大型の基幹となるセンターはメーカーからの発注ロットの拡大と工場からの直送・保管を可
能として，仕入と物流のコストの削減をねらったものであり，青森県青森市，岩手県盛岡市，
宮城県岩沼市に置かれ，さらに福島県須賀川市にも用地を確保した。小型センターは，東北地
域の市場が広域的に分散しかつ個々の人口が少ないという特性に対応したもので，トラックで
片道 60 分の距離を守備範囲として小売店との間を 1 日最低 2 往復できることが標準とされた。
自社物件とせず，賃貸方式とすることで「小さな資本，早いスピード」の展開を可能とするも
のであった 12。
　このほか，岩手・宮城・山形 3 県の生協の日用雑貨部門の外部委託物流のうち，岩手県・山
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形県の業務を受託し 13，業界全体の物流効率化の面で広域物流企業として貢献した。
（2）経営の危機と再建
①業務システム統一の遅れと経営危機
　しかし，合併企業にとって必須の課題ともいうべき合理化は，なかなか進まなかった。とく
に，業務システムの統一が進まなかったことは大きな足枷となった。そもそも，小型センター
構想は，センターの庫内コストよりも運送コストの方が大きいと算定し，各地域にセンターを
もって運送効率を上げさえすればその問題を解消できると想定してのことであった。しかし，
全体のシステムが最適化されていないため，オペレーションのコストも下がらなかったのであ
る 14。他方，欠品防止のため，各小型センターに在庫に余裕をもたせたことが過剰在庫となり，
物流要員も増え，コストが嵩むこととなったのである 15。大型センターからの発注だけではな
く小型センターからの発注もあって，それではメーカーの求めるような好条件のボリュウム量
に達しないという面もあった 16。東流社では，小型センターの新設などの設備拡張やさまざま
な要因が重なって，1998 年 1 月期には債務超過となり，1999 年 1 月期には，累積損失が約 21
億円にのぼり，最終赤字が 5 億円近く見込まれることとなった 17。
②危機からの脱却
　売上高 500 億円の東北地方最大の中間流通企業の東流社の経営破綻によって，中間流通の重
要な機能を失うことは，メーカーにとっても東北地域での商品流通面で大きな問題となる 18。
そこで，株式会社白元 19 とミヨシ石鹸株式会社 20 およびライオン株式会社が中心となり，日
用品メーカー 12 社が東流社の経営支援に乗り出すこととなった。さらに，中心となった 3 社
は岩手銀行にも声をかけて，支援面での協力も取り付けた 21。岩手銀行にとっては，東流社と
取引する中小・零細の地元流通企業の存在が懸念された面もある 22。
　東流社からメーカーへの返品削減や小売店への配送の迅速化などを条件に，特別リベートの
供与や物流システム整備のための支援が約束された。東流社では，過剰設備となっていた 24
カ所の物流センターを 12 ヵ所程度に集約する一方，母体 4 社の資産も東流社に統合して融合
を深めることとした。経営陣では，1999 年 2 月 1 日に熊谷昭三社長が会長に退いて新社長に
寺嶋大祐（寺長）が就任した。また，建て直しのために 1 億円を用意し，同年 1 月に 3 億
5000 万円へと増資した 23。
　他方，母体会社の物流・営業拠点を借り受ける体制の東流社に対して，「東流社は不振でも，
家賃収入のある旧会社のオーナーが潤っている」と批判もあった 24。同年 8 月 1 日，東流社は，
母体 4 社のうち準備の整った寺長，熊長本店，芳賀の 3 社と合併し，こうした批判に応えて退
路を断つとともに，資産統合によって累積損失を大幅に圧縮して債務超過を脱した 25。4 社の
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対等合併によって，資本金は 4 億 8 万円となった 26。合併により，東流社は 2001 年 1 月期決
算で債務超過から脱出し，経常損益も 3 期ぶりに黒字に転換した 27。同期の経常利益は 1 億
4600 万円，売上高は 473 億 9900 万円であり，増収増益となった。累積赤字も，2002 年 1 月期
までの一掃を公約し，その通り実現した 28。
（3）東日本大震災の発生前後の経営状況
①経営事業拠点の再編
　経営危機からの脱出後，東流社では，新しい物流網の整備を発表した。仙台市近郊に大型物
流拠点を建設し，新潟を含む東北各県に 2 ヶ所のサブセンターをつくるという構想である。東
流社では，関東および東北に 21 カ所の物流センターをもっており，このうち青森市，盛岡市，
岩沼市の 3 カ所は基幹センターであった。また須賀川市に大型センターの設置計画があった。
全体最適の観点からこれらを見直し，南東北と北東北にそれぞれ大型センターを設置し，それ
と各県のサブセンターを結ぶ効率的な物流網の整備を再構築するという内容であった 29。
　東流社は，翌 2002 年 4 月に，現在の若林区卸町東 3 丁目に本社を移転させ，9 月 9 日から
業務を開始した。同日には，須賀川に代わって南東北の中核となる二本松物流センターを稼働
させた。さらにその 1 週間後には，山形支店と山形物流センターを稼働させた 30。
② J － NET の設立と新 J － NET の始動
　一方で，東流社は，他の卸売企業との広域連携も進めた。2006 年 3 月に，西日本共和株式
会社（広島市，従業員数 1189 名，売上高 1360 億円），株式会社中央ホームズ（東京都台東区，
従業員 525 人，売上高 679 億円）と業務提携し，全国展開する小売店などからの共同受注活動
を始めることとした。
　当時の東流社は，従業員 301 人，売上高 456 億円であったから，いずれの面でも規模の大き
な他地域の有力卸売企業との提携ということになる。北海道から東北を販売地域とする東流社，
西日本をカヴァーする西日本共和，関東から中部に商圏をもつ中央ホームズの 3 社によって，
ほぼ全国を網羅することになる 31。なお，西日本共和はハリマ共和物産株式会社（兵庫県姫路
市，売上高 291 億円）ほか 9 社の出資による企業で，中央ホームズも株式会社ときわ商会（東
京都墨田区，売上高 189 億円）ほか 11 社の出資による企業である 32。
　2007 年 2 月には，業務提携した東流社，西日本共和および中央ホームズの 3 社の均等出資で，
資本金 3000 万円の J － NET 株式会社を設立した。J － NET は，業務提携時に目的とされた
全国チェーンの共同受注のほか，健康や美容に関連する独自開発商品を販売することも目標と
して掲げ，同年同月から営業を開始した 33。
　2009 年 10 月には，J-NET とその母体のひとつであった西日本共和とが合併して，新たな
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J-NET 株式会社が設立され，東流社はじめ 10 社の加盟によって新たに活動をスタートさせ
た 34。東流社は，J － NET 東日本支社として，みずからの経営理念の下に積極的な地域広域
卸としての活動を展開してゆくこととなった。その理念とは，東流社発足時からかかげてきた
「生活者の日常生活を支える商品を探しだし・選び抜き・開発し，のぞむときに，のぞむとこ
ろへ，適切な価格でお届けできる広域の流通システムを作り出す。そのことにより，生活者の
生活の質的向上と利便性の向上を実現する。お取引先様と地域経済の発展に寄与する」という
ものであった 35。
　2009 年 12 月には，上野駅近くに東京出張所を開設した。仕入先メーカーやチェーン展開し
ている販売先の本拠地が東京に多く，情報収集や営業の交渉面での地の利を考慮してのことで
あった 36。
③芳賀社長の就任
　2010 年 4 月 28 日，東流社の社長に芳賀愉一郎（芳賀）が就任し，11 年余りにわたって，経
営再建と新たな進路に向けてリーダーシップを発揮した寺嶋大祐は代表取締役会長となっ
た 37。第 15 期（2009 年 2 月 1 日～ 2010 年 1 月 31 日）の売上高 437 億円 3300 万円（前年比
101.9％），経常利益 2 億 8600 万円（同 196.7％），営業利益 1100 万円と増収増益となり，営業
利益の黒字化を達成し，上昇の軌道に乗った直後のことであった 38。
　芳賀新社長は，「感謝の心を忘れずに東流社をもっと良い会社にしたい」・「正直な心，誠実
な心を経営姿勢の基本に」・「やる気・知恵・行動力」の 3 つを基軸に経営にあたると表明した。
さらに「寺嶋大祐という大きな機関車に頼る組織風土から，1 人ひとりが小さくてもモーター
を持ち，自ら考え，動き，同じ方向に向かう，その結果としてバランスの取れた組織風土を目
指すこと」や「J － NET の一員として役割を果たすことで関東以北の数値責任と与えられた
役割をしっかり果たし，中核メンバーの 1 社としての評価が得られる行
（ マ マ ）
動することが」できる
ように変えていかなければならいとした。さらに，芳賀社長は「燈々無尽」すなわち「たった
ひとつの灯が百千もの無数の灯になり，その灯が絶えることがない」という言葉を用いて，「無
尽灯」のように東流社の灯を明るくしながら次の世代へと確実に継承すべき役割と責務を自ら
が担っている決意を表明した 39。
④事業拠点と経営概況
　東日本大震災が発生したのは，会社の創設から 16 年目のことであった。母体 3 社を合併し
寺嶋前社長のリーダーシップで経営を順調な軌道に乗せてから，12 年目のことであった。そ
して，3 代目の芳賀新社長による新しいスタートを切ってからは，1 年弱のことであった。
　ここで，東日本大震災発生の前年の 2010 年 11 月頃の事業拠点をみておくと，表－ 1 に示す
ように，仙台市の本社をはじめ，4 支店兼営業所，6 営業所，2 出張所，4 物流センターで，東
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北エリアを中心としながらも北海道から関東までをカヴァーする東日本の広域卸売企業となっ
ていた。
　取引先メーカーは 500 社に上り，主なメーカーは表－ 2 に示す通りである。取り扱い品目は，
表－ 3 に示す通り日用品全般に及び，そのなかで総品目（総カテゴリー）に占める比率でみる
と，石鹸・洗剤，衛生材料，紙製品，化粧品などが高めであった。
　販売先数をみると，表－ 4 に示す一般小売店，その他，スーパー，薬局・薬店チェーン，仲
間卸，ホームセンターの順で 600 件あまりとなっている。そのなかで，販売先別の売上比率（年
商額 437 億 3300 万円）40 をみると，これも表－ 4 に示すように，スーパー，薬局・薬店チェー
ン，ホームセンターの 3 つの合計で 92.5％を占めていることがわかる。
表－ 1　東流社の事業拠点（2010 年）
拠点種類 拠点名 所在地
本社 本社 仙台市若林区卸町東 3-4-13
支店兼営業所
北海道支店・札幌営業所 北海道北広島市大曲工業団地 2-5-6
北東北支店・盛岡営業所 盛岡市羽場 9 地割大島 155-3
南東北支店・仙台営業所 仙台市若林区卸町東 3-4-13
関東支店・関東営業所 栃木県佐野市富岡町 1685
営業所
青森営業所 青森市野木野尻 37-690
八戸営業所 青森県八戸市卸センター 1-14-27
弘前営業所 青森県弘前市境席西田 34-2
秋田営業所 秋田市寺内神屋敷 295-64
山形営業所 山形市流通センター 2-6-4
郡山営業所 福島県郡山市喜久田町卸 1-47-1
出張所
酒田出張所 山形県酒田市広野十五軒 4-1
東京出張所 東京都台東区上野 6-16-19
事務所 新潟事務所 新潟市中央区上所中 3-7-10
配送拠点
盛岡物流センター 盛岡市羽場 9 地割上大島 155-3
佐野物流センター 栃木県佐野市富岡町 1347
二本松物流センター 福島県二本松市平石高田 3-300
仙台物流センター 仙台市宮城野区扇町 5-1-2
（出典）『平成二十三年版全国日用品・化粧品業界名鑑』（石鹸新報社 ,2010 年 11 月 20 日）179 頁。
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表－ 2　東流社の主要取引先メーカー（2010 年）
品目種別 メーカー名 品目種別 メーカー名
石鹸・洗剤
ライオン
化粧品
イオナ
P&G ジャパン 伊勢半
ユニリーバ・ジャパン ウテナ
牛乳石鹸共進社 大島椿
ミヨシ石鹸 ダリヤ
三協油脂 コーセーコスメポート
ニッサン石鹸 柳屋本店
日用品
クレハ 加美乃素本舗
ジョンソン 日本ロレアル
小林製薬 ホーユー
白元 マンダム
エステー クラシエ HP
ユニ・チャーム 資生堂
フマキラー
その他
日本製紙クレシア
大日本除虫菊 王子ネピア
アース製薬 大王製紙
日本香堂 三菱製紙
旭化成 HP マースジャパン
カメヤマ 日本ペットフード
ドギーマンハヤシ
（出典）『平成二十三年版全国日用品・化粧品業界名鑑』（石鹸新報社，2010 年 11 月 20 日）180 頁。
表－ 3　東流社の取扱品目とその比率（2010 年）
品目 比率（％）
石鹸・洗剤 19
衛生材料 17
紙 17
化粧品 16
歯磨・歯ブラシ 8
家庭雑貨 5
防虫・殺虫剤 9
ペット用品 4
ハウスホールド 3
電材 2
（注） 比率は総品目数（総カテゴリー数）に占める当該品目数の比率で
ある（編集・出版担当者に確認）。
（出典） 『平成二十三年版全国日用品・化粧品業界名鑑』（石鹸新報社，
2010 年 11 月 20 日）180 頁。
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2．地震発生時の状況
　東日本大震災で被災した東流社は，3 ヶ月後の業界紙で「震災 2 日後には出荷機能を完全に
回復」し，生活者のライフラインとなっている小売業に懸命に商品を供給した」と報じられ
た 41。これによって，卸売企業の災害発生時の社会的役割が，あらためて注目されることとなっ
た。ここでは，まず震災発生直後の東流社の状況について，関係者の証言を中心にやや詳しく
みておこう。
（1）東流社の被災
①地震発生時の経営者
　震災が発生した 2011 年 3 月 11 日（金）午後 2 時 46 分，寺嶋大祐代表取締役会長は，得意
先の店舗のオープンで青森に出張していた。芳賀愉一郎代表取締役社長も，ドラッグストア・
ショーのため幕張に出張していた。主な経営陣で本社にいたのは，10 名の役員のうち熊谷泰
やすし
常務だけであった 42。
　芳賀社長は，電話ですぐに会社に連絡を取ろうとしたが，電話が不通であった。J － NET
の関係者や友人から社長のもとに照会があったが，「東京にいるので，わからない」と答えざ
るを得なかった。芳賀社長は，翌 12 日（土）の昼に大宮の社員のところへ着いたが，高速道
路は使えないため，下の道を通りながら福島まで行った。そして，郡山支店に車を置いておい
てもらって会津まで戻った。道すがら，できるだけスーパーで商品を調達して，13 日（日）
の夜に会社に戻ったという。
表－ 4　東流社の得意先と得意先別売上比率（2010 年）
得意先種別 件数 売上比率（％）
仲間卸 52 1.4 
一般小売店 206 1.5 
GMS 6 3.2 
スーパー 109 32.0 
薬局・薬店チェーン 52 30.0 
ホームセンター 34 30.5 
その他 150 1.4 
計 609 100.0 
（出典） 『平成二十三年版全国日用品・化粧品業界名鑑』（石鹸新報社，
2010 年 11 月 20 日）180 頁。
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②地震発生時の本社 
　11 日に本社にいた熊谷常務は，最初の揺れのとき，いつもの程度の地震と思って，社長に「大
したことないよ」と連絡しようと思ってダイヤルを回していたら，その後，大きな地震がどっ
ときたという。パソコンなどもとばされた。役員だけではなく，システム担当も出払っていた。
「これは，すごいことだ」と写真をとっていたら，社員から「何をしているんですか，早く外
へ逃げましょう」と促されたという。駐車場に出ると，タイヤが 20 ～ 30 センチずれていた。
タイヤで，地面が掘られていて，車同士がぶつかっていた。
　熊谷常務の判断で，明るいうちに従業員を帰宅させようと思い，午後 3 時 40 分頃に帰宅を
指示した。その際，「明日，来れる人だけ来て下さい。」と伝えた。また携帯電話も固定電話も
不通であったため，営業で会社に戻って来る人などに対しては，張り紙で知らせた。しかし，
解散したのが早すぎたのか，1 人が津波に遭った。仙台港には 4 時くらいに津波がやってきた
のである。ラジオは一般的な注意情報が流されていただけで，熊谷常務は「リアス式海岸の地
域にはやってくるだろうとは思ったが，海岸線がまっすぐの仙台でも津波がやってくるとは思
わなかった」という。津波に遭った従業員のことで，数日，その安否確認ができなかったが，
しばらくして無事が確認された。
　建物に戻ると，金庫が入っていたロッカーは連結されていたため，その全体が倒れていた。
隣の倉庫と隣接する壁がはがれる状態となったのである。熊谷常務は，これより前に金庫から
出していた主要なものが再収納できなくなったので , 現金が入った手提げ金庫や実印を自宅に
持ち帰った。また，通電火災の対策として，ブレーカーを落として，抜けるコンセントは全部
抜いた 43。大粒の雪が降って，あっという間に混濁した地獄絵図のような空模様になり，積乱
雲も発生した。SF の「地球最後の日」というイメージがしたという。
③地震発生翌日の状況
　若林区にあった本社は津波の被害は免れたが，翌日の 12 日の土曜日も余震は続いていた。
従業員たちは，気になるのか 15 ～ 20 名程度は自主的に出社してきた。従業員とその家族の安
否確認を最優先させて，連絡を取り合った。また，散乱した社内の片付けも始めた。しかし，
建物のなかでは「机が動いて，ロッカーが前に倒れ，モノを出せない。紙に書かれていた連絡
先なども，確認できない。マニュアルも出てこない。コンピュータに入っている情報も，コン
ピュータが使えない。頭に入っている情報以外，役に立たない。」というありさまであった。
　まずは，業務の回復に向けて , 散乱物の片付けや , ロッカーなど転倒した什器の引き起こし
に着手した。それとともに，社員の連絡先のリストアップや安否の確認，さらに当面の食糧の
確保に努めた。しかし，前述の津波に遭った人も含めて連絡がとれない方が 4 ～ 5 人もいて，
数日間は安心できる状況ではなかったという 44。本社からでは他の拠点と連絡がとりにくいこ
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ともわかり , それについては翌日以降に対応することとした。また，建物にいるのは危険と判
断されたので，復旧作業は 14 日からにすると決め，それについて社員への連絡を取るととも
に張り紙をした。
（2）震災による混乱と対応
①通信・交通の遮断と停滞
　東流社の地震発生当時の通信手段のひとつの電話は，コスト削減の観点からソフトバンクに
切り替えたばかりで，緊急地震速報を受信できるのは 1 機種しかなかったが，そのタイプでは
なかったという 45。個人的に NTT ドコモを使用していた従業員の携帯電話だけ緊急地震速報
がなった。ソフトバンクの携帯電話は，その直後，ツーというダイヤル・トーンすらしなくな
り,他社の携帯電話も不通となったため，託児所に子供を預けている女子社員たちは不安が募っ
たという。
　道路では，国道 4 号線バイパスから，渋滞を回避するため路地に入ってくる車が増えだして
きた。熊谷常務は「4 号線バイパスはすごい渋滞になっている」と思い，「渋滞していて暗く
なると帰れなくなると思った」という。早めの帰宅を指示したのもこうした判断からであった。
帰路，「ヘッドライトを点けてる車の明かりがすごいので，そんなに暗いと思わなかった。4
号線は，片側 3 車線，4 車線，停電で，信号が機能していないなかで，皆ゆっくり運転していた」
という。
　人事総務部リーダーの飯野浩樹は，震災発生当日，車が動かないと思ったので，寺嶋会長の
車（ハイブリッド車の SAI）で宿泊した。飯野リーダーのみならず，数名が会社の駐車場で車
中泊となった。飯野は，「『大津波に警戒して下さい。仙台港 10 メートル』と言われてもピン
と来なかった。」という 46。
　一方，JR 東日本では，構内の天井が落ちたこともあって，仙台駅を閉鎖した。金曜日の夕
方だったので，首都圏方面に帰る人も多く，トランクをもった人が皆，片道 3 車線の道路にあ
ふれ出した。熊谷常務によると「近くの小中学校，いちばん駅に近い東二番丁小学校は満員に
なり，入れてもらえなかった人たちが，スーツケースをもって，駅から 1 キロ以上も離れた五
橋中学校に避難してきた。生徒数が 500 ～ 600 人のところに，5000 ～ 6000 人がやってきた」
という。このため「開放された武道場や体育館のほか，1 階から 3 階までの教室も一杯になり，
廊下まであふれ出した」という。翌 12 日には「午前のうちに毛布とペットボトルが来たけれど，
数が全く足りず，就学前の子供と高齢者優先に配るのを手伝った。その間も携帯電話は，一切，
反応なしだった」という。
　翌 12 日，熊谷常務が会社に行く途中，「ソフトバンクの基地局の脇を通ったらメールが何
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10 通か入ってきたが，会社に着いたら返信のしようがなかった」という。最後に残ったのは
NTT であった 47。熊谷常務はアマチュア無線（ハム）をやっていたが，これは通信したい相
手がいないと成立しないので非常に不確実で効率も悪い。したがって，その手段はとらなかっ
た。沿岸で他の手段のないところでは，若干，役に立ったという話は聴いた。SNS が使えた
というのが話題になったが，使いこなしていたのは若い世代だけに限られていたという。
②仮本社の設置
　 地震発生の翌 12 日，金融，官庁街は電気が点いていた。場所によって復旧が早いところと
そうでないところがあった。熊谷常務は，官庁街近くのマンションを借りており，電話もイン
ターネットもつながるようになった。そこに「商品供給してもらえないか」との連絡や「壊滅
状態か」との確認の連絡があった。入ったメールはレーザー・プリンターで印刷して，「こん
な連絡が来ているよ」と会社に持って行った。しかし，電気も通らず，通信・交通の機能も不
安定ななかで，本社としての指揮機能を遂行することは不可能であった。
　そこで，3 月 15 日，東流社は市内中心部のホテル（東横イン）を借りて，仮本社とした。
そして，ここに芳賀社長以下の取締役が詰めて，取引先や各拠点への連絡を取り，情報収集と
指示にあたることとした 48。
　なお，3 月 17 日の 22 時に本社の電気が復旧したので，3 月 18 日には，本来の本社に戻った。
③従業員へのトップのメッセージ
　ホテルに仮の本社機能を置いた翌日の 3 月 16 日時点で，まだ 1 人の従業員と連絡がとれな
かった。そうしたなか，寺嶋会長と芳賀社長の名前で，全従業員に向けて，次のようなお見舞
いと激励のメッセージが発せられた 49。
　「このたびの東北関東大震災・津波で被災された皆さんに心からお見舞い申し上げます。
　まだ連絡が取れてない方（氏名から変更－引用者）の安否を心配しております。間一髪で危
機を脱出され元気な姿を本社に見せてもらった方（氏名から変更－引用者）と同じく無事に居
られることを祈っています。
　ご家族・ご親戚と連絡が取られない皆さんもおられます。家を流された方・浸水した方，家
が壊れた方，車が流された方，さまざまな被害に会われました皆さんに重ねてお見舞い申し上
げます。
　被害に会われなくても電気・水道・ガス等の生活インフラの復旧が遅れて避難生活を送られ
ている皆さん・ご家族に対しましてもご苦労をお察し申し上げますと共にもう暫く力を合わせ
て頑張っていただきたいと存じます。
　この未曾有の被害とこれから想定されます福島原子力発電所の放射線漏れ被害・余震等に対
しまして，会社は人命尊重第一で対処して参ります。
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　本社の停電状態が長引き，昨夜ようやく仙台駅前にビジネスホテルの一室を確保出来ました
ので，本社が復電するまでこちらを仮本部として対応いたします。
　通信状態が悪く連絡が遅くなりましたことをお詫びいたします。
　今，食料品・燃料不足が深刻化しています。続いて生活必需品であります，トイレットペー
パー，ティッシュペーパー，オムツ，カイロ，マスク，電池・懐中電灯，ローソク，石鹸・洗
剤，歯磨・歯ブラシ，ラップ・ホイル，携帯コンロ・ガスボンベ等，私共が取扱っている日用
品に対しましても行政・主要販売店様等から緊急の商品供給が強く要請されています。
　今ほど地域卸として東流社の存在価値が問われている時はありませんし，今こそ東流社の真
価を発揮する絶好の機会でもあります。
　皆さんの大変な状況は承知していますが，この難局を全員の力を合わせて連携を取り合って
乗り切りましょう。
　地震発生から明日で一週間になり，疲れもピークになります。
食料品・燃料の確保で大変だと思いますが，くれぐれも健康管理に留意して事故などに巻き込
まれないよう注意してください。
　みんな　頑張ろう！！　頑張ろう　東流社！！　新たな復活を　みんなの力で！！
　どうぞ宜しくお願い致します。」
　被災地の中間流通企業としての非常時の社会的役割を全うするため，その使命感を共有する
ように訴えたことは，多くの従業員の力を結集させることとなった。なお，連絡がとれなかっ
た従業員の無事は，このメッセージが発せられた 3 月 16 日に確認された。
④取引メーカー宛のメッセージ
　被災地の中間流通企業として，消費者と身近な小売店に緊急に必要な商品を供給するには，
やはり供給元であるメーカーからの商品供給が確保されなければならない。このため，従業員
へメッセージを発したのと同じ 3 月 16 日に，寺嶋会長と芳賀社長の名前で，取引先メーカー
の営業責任者に向けて，次のようなお見舞いと激励への御礼と商品供給を求めるメッセージを
発した 50。
　「この度の地震・津波被害に当たりましては，早速温かいお見舞いと激励を賜りありがとう
ございました。
　社員 1 名とまだ連絡が取れておらず心配しております。
　他に親戚と確認が取れない社員が数名，家を流されたり壊れたり浸水した社員もおります。
　お取引販売店様の中には店舗が流されて無くなったり，建物が倒壊や浸水で営業が不可能な
ところも発生しております。
　会社のほうは，仙台・郡山・二本松 DC 事務棟に軽微な建物被害が発生し，仙台 TC では荷
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崩れが発生いたしましたが，本日中には回復する見通しでございます。
　ただ本社の停電状態が続いておりコンピューター
（ママ）
が使用できず，通信手段が限られ難儀して
おります。
　現在，お取引販売店様・行政から生活必需品でございます日用品に関しまして，避難地に早
急に商品供給するようにとの強い要請が来ております。
　私共も地域卸としての使命を果たすべく，燃料が限られている等困難な環境にありますが全
力で対応しております。
　つきましては，お届けする商品在庫が払拭（払底－引用者）する状態が発生しておりますの
で，最大の避難地が東北であることを是非ご承知頂きまして，最優先して東流社に商品供給を
賜りますよう，伏してお願い申し上げます。
　弊社営業・仕入担当者から個別にお願い申し上げておりますが，この非常事態を乗り切るた
めに，ぜひ貴社と貴殿の絶大なるご支援とご助力を賜りますよう宜しくお願い申し上げます。」
　しかしながら，その後，震災発生時点の在庫が切れ，物流の停滞によって，さらに商品の供
給が難しくなっていった。このため，3 月 22 日に再び寺嶋会長と芳賀社長の名前でメーカー
の営業責任者宛に次のようなメッセージを発信した。これによって，自社と被災地の状況を報
告するとともに，東日本大震災被災地への優先的な商品供給を再び懇請した 51。
　「大震災発生から 11 日目となりました。弊社の状況につきましてご報告させて頂きたいと存
じます。
　3 月 16 日（水）午後にお蔭様で全従業員の無事を確認いたしました。大変ご心配をお掛け
いたしました。
　ライフラインは順次復旧しておりますが，未だに避難生活や不便な生活を余儀なくされてい
る社員も多く，食料品・燃料等の入手が困難な状態が続いており，社内ではお互いを思いやり
助け合いそして我慢をしながら心を一つにして耐えていこうと励ましあっております。
　本社の停電状態は，17 日（木）夜 10 時に通電し，一週間ぶりに翌 18 日（金）朝よりサーバ ・ー
パソコンも使用可能となり，通信状況も改善されました。
　建物の修理等につきましては時間が掛かりますので，危険箇所を応急措置でブルーシート等
で覆いました。事務所・倉庫内の整理もほぼ完了し，通常に近い形で業務を行っておりますの
でどうぞご安心下さい。
　現在私共には，一刻も早く今お客様が求めている商品をお渡し出来る様に何とか力を貸して
ほしいという切実なご要請が被災地のお取引先販売店様から頂戴しております。店舗が流され
たり，従業員の皆さんの安否も確認出来ない等想像を絶する苦難のなかでも，地域の生活者の
暮らしを守るためにという強い社会的使命感から，時間を限って店頭でご販売をされておられ
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ます。
　通常の出来る出来ないではなく，不可能を可能にしてほしい，何が何でもやるのだ！　とい
う強い信念と行動力が今東北の卸に期待されております。
　私共も地域卸としての使命を何としても果たすべく，燃料が限られている等困難な環境にあ
りますが，大震災の翌日より無休で懸命の対応しております。
　お取引メーカー様の中には工場や物流センターが被災されたことを伺い，大変遅くなり失礼
致しましたが，心よりお見舞い申し上げます。
　復旧作業に懸命に取組まれ，円滑な商品供給に向けて全力を挙げておられることと拝察申し
上げます。人員の確保や原材料・トラック・燃料等のご手配，安全ルートの確保等さまざまな
ご苦労の真っ最中と存じます。
　お取引メーカー様におかれましては，今回の大震災が 16 年前の阪神・淡路大震災を大きく
上回る巨大震災であり，最大の被災地が東北（特に宮城県・岩手県・福島県）であることをご
理解賜り，ぜひ人道的な立場からも，最優先して東北エリアに商品供給を賜りますよう，伏し
てお願い申し上げます。
　私どもは東北の地域卸として，お取引メーカー様のご協力を賜りながら，地域の生活者のた
めに少しでも貢献をしたいと，下記のスローガンを掲げて必死に努力をしております。
　みんな　頑張ろう！！　　頑張ろう　東流社！！　新たな復活を　みんなの力で！！
　弊社営業・仕入責任者より商品供給につきまして個別にお願いを申し上げておりますが，こ
の未曾有の危機を乗り切るために，ぜひ貴社と貴殿の特段のご高配と絶大なるご支援・ご助力
を賜りますようどうぞ宜しくお願い申し上げます。」
3．業務システムの混乱と対応
　一般に，卸売企業の業務に関わる情報システムは，主要な販売先のシステムに合わせて特化
してゆく面がある 52。また，東流社が地理的に離れた複数の企業の合併によって成立し，さほ
ど時間が経過していないことも，業務システムの完全なる統合を難しいものにしていた。前身
会社の事情や特徴による独自システムを若干残しつつも，震災発生時の東流社では，一定程度
の業務システムの統一がなされていた。ここでは，まずそのシステムの概要をみたうえで，東
流社の諸事情が，震災によるシステムの停止や復旧に与えた影響を考慮しながら，業務システ
ムの復旧過程を追うことにしたい。
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（1）東流社のシステムの概要と震災の影響
　東流社の基幹の業務システムは，L（レベル）1 から L5 まで分かれて階層的に体系化されて
いた。L1 は，コンベヤーなどの物流機器，L2 はコンベヤーなどを制御するソフトの作業現場
系のシステムである。L3 はハンディ端末やピッキング・カートなどの作業業務制御，L4 はオ
ンライン受信にもとづいた作業指示とその結果のデータ化を管理する，いわば頭脳・指令系統
に関するものであった。また，L5 は本社の管理系で，売掛・買掛・出荷などの統計および売上・
仕入データ管理に関するシステムであった 53。
　これらのうちサーバが関わるのは，L3 から L5 のシステムである。L5 の本社サーバは，電
気が復旧した 17 日の木曜日の夜 10 時の翌 18 日を待たなければならなかった。実際の受発注・
物流に関する指令系統の L4 は，後述する事前のリスク管理による移転が功を奏した。L3 も，
震災翌日の 3 月 12 日以降，復旧作業にあたることとなった 54。
　全体としてみるとネットワーク・システム全体は，ダメージを受けなかった。また本社以外
のすべての拠点が 3 月 13 日には電気が復旧していたので，システムは再開することができた
のである。これらのことも，東流社の復旧といち早い商品供給を可能とした大きな要因であっ
たといえよう。しかし，それのみではなかった。東流社の事前のリスク分散や事後の拠点移動
という判断も，復旧スピードを増す大きな要因となった。次に，この面についてみてみよう。
（2）主要業務の事前リスク分散
①青森電子計算センターへの物流 L4 サーバの移転
　東流社の物流の頭脳部分にあたる L4 サーバは，かつて二本松物流センターに置いてあった。
しかし L4 サーバの故障時に，NEC のパーツセンターから部品を持って来るのが遅かったこと
があった。さらに道路工事業者が NTT 光回線のケーブルを切って，復旧に時間がかかり顧客
に迷惑をかけたこともあった 55。
　こうしたことをふまえて，震災発生前にホスト・サーバーを耐震性に優れ自家発電装置を備
えた青森市の株式会社青森電子計算センター（ACS）の電子計算センターにハウジングする
かたちで移していた。ACS の親会社の株式会社角弘は，東流社の母体となった寺長（寺嶋会
長の出身企業）とも関係のあった企業でもある。NEC のシステムに精通し，卸売業界の業務
をある程度理解している関係者が多かったのが，同計算センターであった。
　震災翌日の 3 月 12 日，青森設置の L4 システムのサーバは一旦停止させていたが，電源が供
給されるとともに再稼働した。これによって物流の管理システムが復旧し，仙台物流センター
を除くすべての物流センターが稼働することになった。このことは，東流社の商品供給の復旧
に大きく貢献することとなったのである 56。いわば，頭脳という指揮・命令系統が復旧し，あ
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とは実際に作業を担うL3，L2，L1などの手足にあたる部分の稼働を待つのみとなったのである。
②物流拠点の分散
　事前の分散という点では，物流拠点が分散していたことも幸いであった。これは，地理的制
約と東流社の成立の事情によるところが大きい。
　東流社の主たる活動地域である東北地方は，日本の約 5 分の 1 を占める面積に日本の 14 分
の 1 の人口という人口密度の低い市場である。また山地で商圏が分断され，人口密度の低い市
場が分散している。さらに，吹雪や積雪で冬期の配送は困難をともなうという事情もあっ
た 57。
　こうした市場と物流上の課題に応じて，表－ 1 でみたように，東流社の営業拠点は，各地に
分散していた。会社発足時の参加企業の地の利を活かして置かれた面もある。主な物流センター
は，表－ 1 でみたように，盛岡，佐野，二本松，仙台に置かれていた。このほかに青森，八戸，
弘前にも小規模な物流センターがあった 58。
　後述するように，主要センターの福島県の二本松物流センターが原発から離れた地域にあっ
たことも，東流社にとっては早めの商品供給回復の大きな要因となった 59。
（3）業務の事後移転
①山形営業所への EOS 受信
　EOS（Electronic Ordering System）の受注業務は本社で集中管理していた。しかし，本社
が被災し，電気も通らずデータ回線が遮断された。このため 3 月 13 日時点で本社の WEB －
EDI（Electronic Data Interchange）パソコンが復旧せず，外部とのデータ交換ができなかった。
そこで，仮本社設置に先立って，PC による WEB － EDI の業務を山形営業所に移すこととし
た 60。この WEB － EDI や，EDI の標準仕様の BMS（Business Message Standards）などは，
いったんすべて PC による仕組みで受注して L4 サーバに渡していたのである。これに対して，
JCA 手順（Japan Chain Stores Association Protocol）などによる受注は PC を経由しないも
のであり，電源が復旧して通信が復旧するとともに受注機能が回復したという 61。
　ところで，週明けの 3 月 14 日（月）に，物流業務システム統括部の小山田司は，みずから
本社のパソコン数台と受信マニュアルを持って山形営業所へ移動した。臨時の受注センターと
なった山形営業所で，小山田らは，3 月 18 日に本社が通電するまでの間，約 20 社の受注デー
タを確認し対応することとなった 62。
　しかし，実際には販売先の店舗や納品するセンターが被災して商品の受け入れができない場
合があり，1 件ごとに，営業担当者が得意先へ確認する作業が必要であった。
　なお，EOS が使えずモバイル端末で受注したものも増えていった 63。
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②盛岡への請求書発行業務の移転
　請求書は，通常であれば本社で一括して印刷・発行されて，各販売店に送られる。しかし，
本社の停電が長引いて請求書が印刷できなかったため，請求書の用紙や専用伝票を盛岡営業所
に送り，同営業所で集中的に請求書の作成と発行を行うこととした 64。
　EOS が使用できなくなった販売先からファックスやメールでの受注もあったので，手書き
伝票での対応も必要となった。
　盛岡には，請求書発行業務が本社に集約される以前に携わっていた「昔とった杵柄」の人々
がいたのである。盛岡で作成された請求書は，各営業拠点や販売先へ郵送したり，直接届けた。
なかには，たとえばスーパードラッグアサヒのように，専用伝票（請求書）を必要とする販売
先もあり，こうした特殊な処理にも専用伝票用紙などを盛岡に転送して対応した。
　なお，販売先からの入金状況についてみると，岩手の沿岸部は，支払いが容易ではなかった。
資金繰りがたいへんな販売店もあったが，そのほとんどは，おおむね遅れることがなく入金し
てきたという。
③岩手銀行応接室での決済
　本社は，まだ電気も通っていないため，インターネット・バンキングで入金を確認すること
ができなかった。そこで，岩手銀行（仙台営業部）の応接室の一室を借りて，ATM で通帳に
随時記帳して入出金を確認しながら五
ご と う び
十日の決済の処理をさせてもらった。
　インターネット・バンキングによる電子的な振込はできないので，支払は手書きで振込伝票
を記入した。まだ寒い時期であったので，本社には暖房がなく指先がかじかんでたいへんだっ
たという。他方，メーカーからの入金もあったが，入金は別に手書き帳簿につけていたので，
入金の予定日もわかっていた。そこで，入金と未入金を整理しながら営業担当と相談して対応
した。
　反省点としては，「3 月 14 日の月曜日のうちに各金融機関に，業務が継続していることを連
絡しておけば良かったのですが，逆に心配をおかけしてしまった」ことであった 65。
④メーカーへの支払猶予
　支払先のメーカーにしてみると，被災地の東流社への不安もある。このため 15 日のいち早
い支払いを求めるであろう。しかし東流社側にとって，仕入金額の大きな部分は J － NET な
ので，与信上は大きな問題がないと思われた。資生堂，ライオン，P&G などの大手メーカーは，
J － NET 経由ではなかったので個別に支払ったが，資生堂やライオンからは 1 ヶ月の支払猶
予を提示してもらった。最終的には，東流社自体はそうしてもらわなければ窮するということ
にまではならなかったが，2 次卸店の事情との関係もあるので，支払いのサイトを延期しても
らったのである 66。
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（4）本社業務システムの回復と確認業務の継続
①本社のシステム回復
　3 月 18 日，前日の午後 10 時に通電したので，本社の管理系の L5 サーバが復旧した。また
別の人事・給与・会計系のシステムで L5 の一部を成す OBIC サーバも，平常通り稼働した。
転倒した金庫に OBIC のサーバもはじき飛ばされていたので，中のディスクが破壊されている
可能性があったが，データやシステムは破壊されていなかったのである 67。
　各拠点のほか，本社の業務システムのハードウェアそれ自体が被害を受けなかったことや
データ送受信のネットワークが生きていたことは，東流社の被災からの回復のうえで重要なこ
とであった。電気さえ通れば，システムが稼働したからである。しかし，業務システム全般を
通常のルーティンに回復するまでには時間を要することとなった。
②請求書と支払明細の差異追及と確定
　売掛業務にともなう請求書については，前述のように盛岡営業所を中心に対応した。しかし，
その際，たとえば 3 月 11 日前に発注があったが，店舗が被災していて納品できないという事
態が発生した。それについては，二本松の物流センターで納品のできない店舗の伝票処理を確
認して，取り消しなどの事後処理を行った 68。
　また後日の納品か，あるいは取り消しか，わからない場合もあり，これらについては出荷拠
点の物流担当者から聞いて，伝票処理を確認のうえ，事後処理することとした。3 月 11 日前
の確定処理で，納品されていないのに入金されている場合は，取り消しのデータを確認のうえ，
次回の請求時に精算することとした。
　また，東流社の 2 次卸店からの注文は，メーカーから直接注文品が送られる。これについて
は，メーカーに確認しなければ何が出荷され，何が出荷されなかったかわからない。出荷され
なかった場合，マイナス伝票（売上訂正）すなわち売上の取り消しとして，マイナスの数字を
入れて，請求金額に間違いないように処理しなければならず，時間を要することとなった。
③仕入データと実際の納品の確認
　2 次卸店への直送にも関わるが，メーカーからの仕入については，仕入伝票と実際の商品の
出荷・入荷との照合が手間取った 69。
　東流社も，メーカーと卸の間の取引情報システムのプラネットを活用していた。そのプラネッ
ト経由で入ってくる EDI データの送受信に問題がなくても，実際に仕入データの通りにメー
カーから出荷されたのか否か確認が必要であった。郵送されてくる仕入伝票が届かず，電話や
FAX で仕入伝票をもらった。いずれにせよ，支払の締め日までに，確実に納品がなされてい
たかを確定させる必要があったのである。
　以上のような，販売（売掛）や仕入（買掛）に関するイレギュラーな対応は 5 月下旬まで続
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き，夜通しの作業になることもあったという。
4．物流面の対応
　さて，受注・発注などの業務システムに応じて稼働する実際の物流は，どのような状況であっ
たのか。まず東北地方の物流面の課題を確認したうえで，震災時の課題と対応について追うこ
とにしたい。
（1）震災発生時の状況
①交通の遮断と復旧
　東流社の拠点が広域的に配置されるなかで，物流の主たる通路となる道路が震災によって，
どのような状況にあって，その対応がいかに進められ，また復旧がいつ頃になったのかについ
てまず確認しておこう 70。
　最も主たる動脈の東北自動車道をはじめとする高速道路や国道は，地震発生直後から通行止
めとなった。しかし，モノや人の東北地方へのアクセス経路を確保するため，まず，南北の幹
線である東北自動車道（埼玉県川口市～青森市）と国道 4 号線（東京都中央区日本橋～青森市）
の縦軸ラインについて，地震発生翌日の 3 月 12 日に，緊急輸送ルートとしての機能を確保す
ることとし，この内陸部の縦軸ラインから太平洋岸に向けての東西方向の国道の流れの正常化
がはかられた。まず啓開された横の経路は 11 ルートで，3 月 15 日には予定の 15 ルートが確
保された。そして 3 月 18 日には，国道 45 号線（宮城県仙台市～青森市）の啓開作業がおおむ
ね完了した。いわゆる「くしの歯」作戦である。
　物流面での大動脈となる東北自動車道は，地震発生から 13 日後の 3 月 24 日には一般車両の
通行が可能となった。3 月 30 日には，太平洋側の常磐自動車道も，福島第一原子力発電所の
規制区間を除いて，一般車両の通行が可能となった。
　国道 45 号線と国道 6 号線は，福島第一原子力発電所の規制区間を除いて，地震発生から約 1 ヶ
月後の 4 月 10 日に，迂回路の確保なども含めて応急的復旧をおおむね完成させた。福島第一
原子力発電所の規制区間内の国道 6 号線についても，一時立ち入りに間に合うように，5 月 8
日には迂回路を含めた応急的な復旧をほぼ完了した。
②二本松物流センター
　さて，前述のように，東流社の物流センターのなかで，最新鋭の機器も備えた基幹となる最
大の物流拠点は，二本松物流センターであった。東北自動車道二本松インターチェンジから国
道 4 号線経由で約 15 分の二本松市平石高田 3 丁目にあり，宮城県，山形県，福島県の南東北
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3 県を主な管轄エリアとしていた 71。
　東流社にとって幸いだったのは，このメインの二本松物流センターの被災が軽度にとどまっ
たことである。センターの事務棟は硝子が割れたが，センターの地盤が固いため一部を除いて
荷崩れもなかった。3 月 12 日の原発事故の避難地域から 53 キロ余りと，遠く離れた立地であっ
たことも幸いした 72。通行上の放射能への警戒感を免れ得たからである。
　二本松物流センターでは，3 月 14 日から，必要なものをトラックで引き取りに来られる販
売店に出荷する，ということにした。通常は，東流社からの配送であって，販売店が取りに来
るといったようなことはなかったのである。
　最も近い大動脈たる東北自動車道は，前述のように，3 月 24 日まで，一部を除いて通れな
いため，後述するような緊急の対応策が講じられることになった。
③仙台物流センター
　仙台の物流センターは，かさばる紙を中心としたケース物の TC 型（Transfer Center：通
過型）のセンターであった。かさばる紙製品は運賃もかさむので，仙台のセンターに置いて，
DC 型（Distribution Center：在庫預かり型）の二本松センターでピッキングしたバラものを
荷合わせして，宮城県の販売店に納品していた。
　この仙台物流センターは，停電と荷崩れが起きた。本社より 1 日早い 3 月 16 日に通電したが，
通電前でも明るい日中は作業ができたし，荷崩れしても中味は使える。そこで，被災者にとっ
て必需品である紙製品などの箱をビニールで巻いて，営業担当を通じて販売店とやりとりしな
がら，仙台物流センターでも，取りに来られる販売店には出荷することにしたのである。仙台
物流センターの近くの店の場合，東流社側が持っていくこともあった。3 月 18 日まで，そう
した臨時の対応をしたという 73。
④運送車両とガソリンの確保
　物流に必要なトラックも，その燃料のガソリンも不足した。自社保有トラックは当時，仙台
で 8 台，二本松で 5 台くらいであったが，それぞれ台数分の専用運転手がいた。このほかに，
地元で世話になっている運送会社はトラックの確保に協力してくれた 74。
　仙台市内のガソリンスタンドは，3 割程度しか営業していなかった。しかも，そのほとんど
が緊急車両登録専用の給油所となった。このため，東流社でも，緊急車両の申請をして優先的
にガソリンを入れてもらうようにした。
　岩手県公安委員会が，最初に物流用のトラックに緊急車両の許可を出した。警察の判断は日
常生活のなかで，どれだけ緊急に必要なものを運ぶかによって優先順位が決められ，まず食品，
次が日用品となっていた。ただの営業のための活動というのでは許可がおりなかった。結局，
3 月 16 日（水）～ 18 日（金）の間に，岩手・宮城・福島の 3 県でトラックと営業車両合わせ
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て 30 台余りの登録を受けた。
　許可証をみせると，ガソリンスタンドと高速道路では優先的に扱われた。最初は厳しかった
が，次第に緩和されて許可証の発行が増えると，当然のことながら，通行可能な車の台数も増
え渋滞も多くなったという。
　ガソリン給油の際，指定のガソリンスタンドに並ばなければならなかったが，1 回 20 リッター
だけしか入れてもらえなかった。また，同じところに同じ人が何回も行くとガソリンを入れて
もらえないので，燃料調達係の 1 チーム 9 人くらいが 2 ～ 3 名に分かれて順繰りに，ガソリン
携行缶 6 缶をもって行列のできた給油所に並んで何とか調達したという。
　ガソリンの確保について，役所などからの支援などは直接はなかった。ただし，販売先であ
るイオンが，緊急車両として登録をされればガソリンを優先的に供給してもらえることを知っ
ていたので，申請すれば大丈夫じゃないかと教えてもらったりした。イオンと自治体とは，災
害支援協定を結んでいたのである。それが得られれば，ガソリンも緊急車両として高速道路の
通行も大丈夫であり，イオンの許可証を譲ろうかという話さえもあった。しかし，自社で数十
台の登録許可を得ることができたので，イオンの許可証を譲り受けることはなかった。
　なお，通勤では，マイカー用のガソリンがないので，会社の営業車輌のガソリンを確保し，
それでまとまってグループ通勤したという。
（2）仕入メーカーとの交渉と臨時物流体制
①主要仕入メーカーとの連絡と対応
　震災直後の主要な仕入先のメーカーの状況をみると，表－ 5 に示す通りであった。震災発生
直後は，ほとんどの仕入メーカーと連絡がとれず，メーカーの状況も十分に把握できなかった。
表－ 5 にも示されるように，連絡がとれたメーカーには，被災地への緊急物資を優先的に供給
してもらうよう，メーカーの上層部から支店長および現場担当者の広い階層に交渉した。おお
むね多くのメーカーは，緊急性に鑑みて，そうした交渉に対して積極的な協力を惜しまなかっ
た 75。
　必需品のひとつの電池では，東流社と長年の取引関係のあった FDK 株式会社の協力が絶大
であったという。平常時の取引ではパナソニックが圧倒的に多く，取引関係では東芝もあった。
しかし，これらの大手電機メーカーは，懐中電灯が政府調達であったために，そちらに優先的
に商品が調達された。そこで，いちばん頼ったのが FDK で，ソニーにもある程度，協力して
もらったという。
　被災地の必需品である紙製品のメーカーでは，表－ 5 にも示されるように，丸富製紙や上山
製紙などが，優先的な商品供給に努めてくれた。丸富製紙は山形にあった在庫をすべて東流社
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表ー 5　震災発生以降 6 月 1 日までの東流社の仕入メーカーの対応
（東流社カテゴリー・商品統括部担当者作成，2011 年 6 月 1 日）
メーカー名
（本社所在地，創業・創立年月） 主要事業 対応状況 商品供給状況・課題
ユニ・チャーム株式会社（東
京 都 港 区 三 田 3 － 5 － 27，
1961 年 2 月大成加工（株）とし
て設立，1965 年に株式会社
チ ャ ー ム と し て 営 業 拡 大，
1974 年にユニ・チャーム株式
会社に統合）
ベビー用紙おむつ，フェ
ミニンケア用品，化粧
パフ，ハウスホールド
製品，成人用失禁用品
福島工場が震災に遭い，生
産ラインがストップし，震
災直後は対応に苦慮してい
たが，3 月 25 日以降から
福島工場に隣接する棚倉
DC が出荷可能となり，優
先的に商品の出荷と引き取
りに対応していただいた。
4 月は前年比 116%（ただ
し 3 月は 71%）と伸長した。
もともと株式会社あらたの
コンバイン方式に拠ってい
たツルハの納品分を東流社
が代行で店直することにな
り，それにともなう商品確
保のために，3 月 29 日よ
り二本松から引き取り開
始。4 月 8 日 ま で の 10 ト
ン 37 台（棚倉 28 台，掛川
7 台，川越 2 台）引き取り
実施し，ツルハ中心に商品
を確保した。東流社として
も，だいぶ厳しい要求や交
渉をしたが，ユニ・チャー
ムも最優先で商品を供給し
てくれた。
丸富製紙株式会社（静岡県富
士市比奈 678，1955 年 9 月設
立）
トイレットペーパー，
ティッシュペーパー，
タオルペーパー
同社担当課長の判断によ
り，山形南陽にある在庫
5,000 ケースをすべて東流
社に供給してもらった。ま
た東流社の支店・営業所の
分も，優先的に供給しても
らった。
すばやい商品供給対応と配
送手配は，たいへん助かっ
た。（一部東流社の引き取
り対応の）お得意先からも
たいへん喜ばれた。
上山製紙（岩手県一関市千厩
町千厩字町浦 75，1950 年 4 月
設立）
家庭用衛生紙（再生紙
100% トイレットペー
パー・ちり紙）製造販
売
工場在庫 1,000 ケースを東
流社引き取りに対応してく
れた。 －
アース製薬（東京都千代田区
神田司町 2 － 12 － 1，1892 年
創業，1925 年株式会社木村製
薬所設立，1964 年現社名に変
更，1970 年に大塚グループに
参入）
殺虫剤，日用品，ペッ
ト用品
震災直後は大和町の宮城流
通センターが被災し，対応
が後手になり，2 週間ほど
商品供給ができない状態で
苦慮した。しかし，3 月 25
日以降は，赤穂と北関東物
流からチャーター便での配
送で対応してもらい，4 月
には前年比 124%（ただし
3 月 79%）と伸長した。
欠品が長期にわたってし
まったが，現在はほぼ回復
した。
FDK 株式会社（東京都港区
新 橋 5 － 36 － 11，1950 年 2
月設立）
電池製品，電子製品 震災後，商品を東流社に最
優先で供給してもらった。
売 上 も 前 年 比 30% で 頑
張ってくれた。帳合外の販
売店にも拠点で供給をし
た。落ち着いたら，帳合の
お願いも視野に入れてい
る。
電池メーカーのなかでは，
いちばん商品供給の協力を
いただいた。
P&G・ジャパン株式会社（兵
庫県神戸市東灘区向洋町中 1
－ 17〔 六 甲 ア イ ラ ン ド 〕，
1837 年 P&G 創業，1973 年に
P&G サンホームとして日本で
の営業開始，2006 年 3 月現法
人設立）
身体洗浄剤，衛生材料
ほか
地震直後でもトラック，商
品供給を被災地優先にして
もらった。通常通りの対応
で変わりなくて驚いた。お
むつ，ナプキンは品不足も
あったが，それ以外の商品
はほとんど欠品がなく，担
当の方にも努力をいただい
た。
－
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メーカー名
（本社所在地，創業・創立年月） 主要事業 対応状況 商品供給状況・課題
ソニー株式会社（ソニーマー
ケティング株式会社：1997 年
4 月，8 つの販売会社が統合し，
国内の民生機器営業本部の業
務が一元化）
コンピュータ・周辺機
器，映像，デジタルカ
メラ，ビデオカメラ，オー
ディオ，AV 関連製品，
カーナビ，記録メディア
FDK と同様に，商品供給
に所長みずから頑張ってい
ただいた。売上も前年比
300% で，絶大なご尽力を
いただいた。
－
サンスター株式会社（大阪府
高槻市朝日町 3 － 1，1932 年
創業）
オーラルケア製品，コ
スメタリー製品
震災後，欠品なく供給いた
だいた。北東北については
船便にて秋田港につけて，
そこから対応をいただく。
南東北については，米沢に
緊急デポを置いて，二本松
を中心に対応いただく。3
月 22 日以降は通常通り，
回復した。
震災後の配送手段の確保と
商品供給は，メーカーのな
かでは最も早かった。その
後の欠品もなかった。
牛乳石鹸共進社株式会社（大
阪市城東区今福西 2 － 4 － 7，
1909 年 5 月創業）
化粧石鹸，身体洗浄剤，
スキンケア・入浴剤，
ヘアケア
震災直後から通常通り対応
してもらい，欠品なく商品
供給をしてもらった。同社
担当課長より対応していた
だいた。
震災後の配送手段の確保と
商品供給は，メーカーのな
かでは最も早かった。その
後の欠品もほぼ零。現場責
任者の所長の迅速な対応が
素晴らしかった。
クラシエホームプロダクツ株
式会社（東京都港区海岸 3 －
20 － 20，1971 年 4 月に鐘淵
化学の石鹸事業を取得してカ
ネボウ石鹸販売・カネボウ石
鹸製造設立，2007 年 6 月現社
名に）
シャンプー，リンス，
トリートメント，スタ
イリング，ヘアカラー，
ボディソープ，洗顔料，
石鹸，入浴剤，むだ毛
処理剤，基礎化粧品，
震災直後は通常の運送の対
応ができないため，急遽，
チャーター便にて対応して
くれた。3 月 22 日以降は，
通常の対応をしていただ
き，欠品なく供給しても
らった。
震災後の欠品は，主要メー
カーのなかでは，非常に少
ない。
三菱製紙株式会社（東京都千
代田区丸の内 3 丁目 4 番 2 号，
1898 年 4 月創立）
北 上 工 場（ パ ル プ，
ティッシュペーパー，
トイレットペーパー）
3 月 15 日に関東営業所で
同社担当室長と連絡が取れ
て，在庫のある分を東流社
に配送してくれるとのこと
で，在庫リストを拠点に配
信したところ，一斉に発注
があがったが，順次，配送
してもらった。大きな協力
をいただいた。
拠点への供給・配送はメー
カーのなかでは，いちばん
早く，NB メーカーが供給
できないなかで，全拠点と
もたいへん助かりお客様か
らも大きな評価をいただい
た。
株式会社日本香堂（東京都中
央区銀座 4 － 9 － 1，1942 年
7 月設立）
薫物線香・焼香，香料，
石鹸，化粧品，日用雑貨，
葬祭関連用品
3 月 15 日に関東営業所か
ら電話したところ，担当の
方が不在で電話に出た女性
の方が「仙台にある在庫は，
引き取りなら出せます」と
の返事であった。結局，在
庫がなくて引き取りができ
なかったが，誠意ある対応
であった。
通常，生産量が少ない大型
ローソク（長時間用）の欠
品が長期にわたった。
株式会社マンダム（1927 年 12
月金鶴香水（株）設立，1959 年
4 月丹頂（株）へ，1971 年 4 月
（株）マンダムへ社名変更）
頭髪用化粧品，皮膚用
化粧品ほか
4 月 8 日（金）に，前日の
余震で荷崩れを起こした仙
台 TC の復旧に当社担当の
方にお手伝いいただいた。
－
株式会社黒ばら本舗（東京都
墨田区本所 2 － 17 － 7，1923
年 11 月創業）
頭髪（椿油）はじめ頭
髪用品，ボディソープ，
洗顔フォーム
3 月 17 日，担当の方が本
社に来られて，「商品供給
がまだできないので，仙台
TC などの復旧応援をさせ
て下さい」との申し入れが
あり，本人も仙台在住なの
にもかかわらず，たいへん
感激した。
－
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メーカー名
（本社所在地，創業・創立年月） 主要事業 対応状況 商品供給状況・課題
常磐薬品工業株式会社（大阪
府大阪市中央区安土町 3 － 5
－ 12，1954 年 2 月設立）
医薬品，医薬部外品，
食品，化粧品
震災見舞いとして，本社と
二本松センターに栄養ドリ
ンクをいただいた。
－
株式会社美香園（愛知県名古
屋市中区丸の内 3 － 5 － 24，
1912 年河合兄弟商会として発
足，1923 年美香園設立，1948
年株式会社美香園，1986 年日
本メナード化粧品（株）グルー
プ参入）
シャンプー，リンス，
化粧品
東京から佐野の関東支店ま
で，ドラッグショー参加時
に被災した 2 名の東流社従
業員を送っていただいた
（同社次長の出張に便乗さ
せてもらった）。
－
株式会社クレハ（東京都中央
区 日 本 橋 浜 町 3 － 3 － 2，
1944 年 6 月創業）
機能製品，化学製品，
樹脂製品
被災地最優先措置をとって
いただき，東流社は茨木工
場に引き取りの手配をして
いただき，大型 2 台分を確
保できた。
いわき工場が大きく被災し
たにもかかわらず，優先的
に商品を供給いただいた。
現在も，クレラップの供給
は，通常時の 30% だが，8
月には 90% まで回復する
予定である。
サンナップ株式会社（東京都
台 東 区 浅 草 橋 3 － 8 － 5，
1968 年 3 月設立）
紙・ ナ プ キ ン， 紙 皿，
紙コップ
ウジエスーパー様向けに東
流社扱いのなかった紙皿を
直送で手配をしていただい
た。
－
日本紙パック株式会社（東京
都千代田区一ツ橋 1 － 2 － 2，
2002 年 10 月創立）
液体用紙容器，紙製容
器，フィルム，充填器，
包装用機会
弘前営業所向けに車の手配
が厳しい時期に，4 トン車
1 車分を手配していただい
た。
いわき工場が大きく被災し
たため，ツルハ様，アサヒ
様の欠品が大きく発生して
いる。
ショーワグローブ株式会社
（兵庫県姫路市砥堀 565，1954
年 10 月創業，世界初の塩化ビ
ニール製手袋の開発に成功）
家庭用手袋，作業用手
袋，ハイテク産業用手
袋
イオン様向けに東流社で扱
いのなかったゴム手袋を緊
急物資として手配していた
だいた。
－
株式会社東海（東京都新宿区
西新宿 6 － 21 － 1，1972 年創
業：（株）東北東海・福島県二
本松市高平 75 － 3）
喫煙具，日用雑貨，エ
アゾール，文具・その
他
他 の 卸 よ り も 優 先 的 に
チャッカマンを出荷してい
ただいた。 －
白十字株式会社（東京都豊島
区高田 3 － 23 － 12，1896 年
5 月創業，1927 年株式会社純
正舎に，1946 年ムサシ産業株
式会社設立，1965 年 1 月現社
名）
衛生材料，製綿，紙綿，
医療用補助品，医薬品，
医療機器（衛生材料，
医療用品，歯科材料），
医薬部外品，化粧品お
よび日用雑貨
大人用紙おむつを優先的に
出荷していただいた。
仙台 DC 在庫の供給をいち
早く優先的にしていただい
た。大手メーカーが供給で
きないなかで，お得意先か
らもたいへん喜ばれた。
日本瓦斯株式会社（東京都渋
谷区代々木 4 丁目 31 番地 8 号
→ HP によると本店は平成 28
年 6 月 29 日 よ り，1955 年 7
月設立）
LP ガス・都市ガスの供
給
ガスボンベ（カセット・コ
ンロ用）を優先的に出荷し
ていただいた。 －
宇部フィルム株式会社（山口
県山陽小野田市小野田 1020，
1964 年 4 月創業）
家庭用包装材，商業用
包装材，緩衝材，保管・
保護材，機能性フィル
ム
J － NET 経由であったが，
ラップを震災後，いち早い
時期に手配していただい
た。
－
（出典） 東流社社内資料「震災時・その後に於けるメーカー様の対応の取り纏め」（カテゴリー・商品統括部担
当者，2011 年 6 月 1 日作成），『平成二十三年版　全国日用品・化粧品業界名鑑』（（株）石鹸新報社，
2010 年 11 月），各社ホームページ（2018 年 8 月 1 日アクセス）および東流社の関係者への聴き取り調
査などによる。
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に向けてくれた。上山製紙は，自社工場が被災したにもかかわらず，在庫を積極的に東流社へ
供給してくれた。そのため，東流社の盛岡営業所の得意先を中心に，商品の供給が可能となっ
た。拠点への配送で最も対応が早かったのは，三菱製紙であった。震災発生 4 日後に在庫リス
トをもらって東流社の各拠点へ配信したところ，当然のことながら一斉に発注が入ったが，こ
れにもいち早く対応してくれた。包装材のクレハ，紙容器のサンナップや日本紙パックなどの
メーカーも，対応が早かった。
　他方，P&G ジャパン，サンスター，牛乳石鹸，クラシエホームプロダクツなど，身体清浄
用の商品を供給するメーカーの多くも，一部の商品を除き，いち早く通常に近い商品供給で対
応してくれた。サンスターは，震災後から欠品がなく対応してくれた企業のひとつであった。
北東北の分については，船便で秋田港に入って，秋田のアスカ物流に納品してもらって配送し
た。南東北については，佐野物流センターまで配送可能であったが，米沢に緊急デポを置いて
二本松へという流れとしたが，二本松からのトラックの手配は容易ではなかった。
　ユニ・チャームや白十字のような衛生材料メーカーも，優先的な商品に努めてくれた。白十
字は，通常は販売していない介護用品を，4 トン社 2 台分も積極的に供給してくれた。ユニ・
チャームについては，後述するように，東流社が他社分の代行も手がけることになった。
　他方，長時間もつ大型のローソクは，停電などのため需要が増えて，欠品が長期にわたった
という。
　J － NET 関係では，ハリマ共和物産が初期の段階で支援物資（約 100 万円分）を直接仙台
TC まで届けてくれた。他のグループ企業も，必要商品の確保に動いてくれた。
　多くのメーカーは配送手段を失い，東北地域までの納品には，ほぼ 2 週間近くかかってしまっ
た。このため，表－ 5 にも一部あるように，東流社側からメーカー倉庫に商品調達に出向いて，
販売店にもっていく ｢ 店
てん
直
ちよく
｣ という行動もとられることになった。また，大手小売業も東流
社の二本松センターまで商品を取りに行くという，通常とは逆の物流の流れが発生したのであ
る。
②佐野物流センターと新潟仮倉庫
　前述のサンスターの南東北への商品供給のように，メーカーのなかには，東北には配送でき
ないが，関東・新潟までは納品可能というメーカーもあった 76。そこで，3 月 22 日以降，メー
カーの商品供給が正常に復旧するまでの間，図－ 1 に示すような臨時の物流体制で臨むことと
した 77。
　二本松物流センターから発注した商品は，まず栃木県にある東流社の佐野物流センターか，
新潟市の新潟仮倉庫に入荷してもらうことにした。この新潟仮倉庫は，それまでも東流社が配
送などを委託していた中越運輸株式会社の新潟営業所皆川倉庫（新潟市東区竹尾前沢 715）で
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ある。原則として，新潟仮倉庫への入荷は，メーカーと卸売企業の EDI を担うプラネットの
登録済みメーカーとし，未登録メーカーは口頭あるいは文書で新潟への供給をお願いできるも
のに限定することとした。
　この新潟仮倉庫に入荷した商品は，東流社とも以前から関係のあった山形の丸富運輸とセン
コー物流鶴岡に委託して，二本松や仙台へ配送し，そこから販売店に配送することとした。
　以上のような佐野 DC への北関東ルートと新潟仮倉庫への日本海ルートは，この震災時の東
流社の 2 つの物流大動脈となったのである。
③「横持ち」移送とその限界
　ところで，東流の佐野物流センターへ入荷された商品は，二本松 DC，仙台 TC および盛岡
DC へ，さらにそこから拠点のセンターへと運ぶ，いわゆる ｢横
よこ
持
も
ち｣ を行う方針を策定し
た 78。
　｢横持ち｣ とは東流社内のセンター間の移動をいう。卸売企業から販売店へ行くのを ｢タテ｣
とみて，同じ卸売企業内での物流センター間移動を ｢ヨコ｣ と表現することによる。通常だと，
｢横持ち｣ などの 2 段階移動は多くはない。ただし，一部，発注単位の大きなものを二本松
DC で受けて，小分けに分散する ｢横持ち｣ がある。しかし，メーカーから東流社への各拠点
への ｢タテ｣ の配送が通常のように円滑に機能しない非常事態であったから，通常とは異なっ
た補完としての ｢横持ち｣ が発生せざるを得なかった。
　図－ 1 に示されるように，盛岡 DC から，さらに青森，弘前，八戸への ｢横持ち｣ 移送が想
定された。当初から想定されたことではあったが，実際には盛岡までの移送ができず，したがっ
図－ 1　東流社の 3 月 22 日以降の臨時物流対策案
二本松DC
入荷
佐野物流センター
仙台TC
メーカー
横持ち
東流社
入荷 盛岡DC
青森DC
横持ち 弘前DC
八戸DC
東流社
新潟仮倉庫
（出典） 東流社社内資料「震災時・その後に於けるメーカー様の対応の取り纏め」（カテゴリ ・ー
商品統括部担当者，2011 年 6 月 1 日作成）。
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て，盛岡 DC から青森，弘前，八戸への ｢横持ち｣ 移送もできなかった。これらの 3 箇所には，
佐野物流センターから二本松 DC へと運ばれた商品が移送された。盛岡と同様に，青森，弘前，
八戸の北東北でも，メーカーからの商品が届かないのは同じであり，東流社が世話になってい
た運送業者に頼んで，比較的商品が多かった二本松からの長距離移送を実現した。そして，青
森，弘前，八戸のセンターに届けられた商品は，トラックの事情も良かったので，東流社でお
願いしている地元の運送会社や自前の配送で，優先順位をつけながら販売店に持っていったの
である。
　また，仙台 TC は紙製品の扱いしかないので，ほとんどの商品が得意先の販売店へ運ばれた。
したがって，仙台 TC からの ｢横持ち｣ もなかった。
（3）あらたコンバイン方式の補完
①あらたのコンバイン方式
　東流社では，震災で機能不全となった株式会社あらたのコンバイン方式を部分的ながらも補
完する物流も担った。まず，そのコンバイン方式の成り立ちと概要についてみておこう 79。
　株式会社あらたは，2002（平成 14）年に成立した 3 社の持株会社時代を経て，2004 年に完
全統合により誕生した業界 2 位の全国卸売企業である。前身企業の 1 つであるダイカ株式会社
の仙台支店の建物を増築し，イトーヨーカ堂・ヨークベニマル宮城日用品センターを併設して
2000 年 8 月に稼働し，コンバイン方式も同時に開始した。場所は，宮城県黒川郡大
おお
衡
ひら
村桔
ききょう
梗
平
だいら
5 － 2 である。その後，ツルハなど，各大手小売店の ｢コンバイン｣ も担ってゆくこととなっ
た。仙台に本社を置く東流社も，帳合卸売企業（小売店への商品供給業者）として，この方式
に参加したのである。
　ダイカとしては，DC と TC の双方の機能をもった一括物流センターを運営するという意味
で「コンバイン」という言葉を使った。他のメーカーや卸売業では「振替方式」または「卸店
間振替方式」と呼ぶ。その後，他社の ｢横持ち｣ のコストをはじめトータル物流コスト削減の
ため，他の卸売企業の帳合商品もダイカのセンター名義の在庫を使用して，販売店へ商品を配
送するシステムを導入した。
　仮にあらたの仙台倉庫から，東流社が小売店から受注した商品の帳合分をまとめて出荷する
場合，あらたの在庫から東流社の出荷に回すので， 出荷元のあらたの仕入がマイナス，帳合店
である東流社の仕入がプラスとなる。東流社の受注とその売上であることには変わりはない。
つまり商流はそのままで，物流のみ一本化するシステムといえる。こうした振替は，メーカー
と卸売企業の EDI を担う株式会社プラネットを経由して，当該商品のメーカーと帳合の卸売
企業の仕入データを卸売企業間で振り替える処理をすることで成り立つ。この振替処理をする
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ことが，いつのまにか ｢コンバイン｣ と呼ばれるようになったという。
②あらたのコンバイン・センターの被災と対応
　2011 年 3 月 11 日に発生した東日本大震災により，この大衡村のあらたの物流センター 2 階
の天井が広範囲に落下するなどして建物が被災した。仕分用の DAS（デジタル・アソートメ
ント・システム）のサーバはじめ，コンベヤー，通電ケーブルなどに大きな被害も発生し，セ
ンターが機能しなくなった。メーカーからの商品の入荷を受け付けられなくなったのである。
メーカーの方も被災しており，通常の商品供給は難しかった。他方，商品を受け入れる小売店
の店舗も津波で流されたり，破損が大きく，通常のような商品の受け入れが難しくなった。
　そこで，株式会社あらたでは，販売店の店舗への商品供給を行う対策として，コンバイン方
式に参加していた各帳合卸売企業が，自社ルートで直接，受入可能な小売店の店舗へ納品する
か，各帳合卸売企業センターに持ち込みをして，そのセンターが配送を代行する，という案を
打診し，帳合卸売企業に出荷可能な拠点やルートを判断してもらい商品供給を行うこととした。
これに関して，各卸売企業の自社ルートでの小売店への納品，すなわち店直切り替えの要請が
東流社宛に FAX で届いたのは，3 月 30 日であった。これより先の 3 月 21 日，東流社では，
後述するツルハからの商品供給の申し入れがあった。したがって，あらたからの直接の申し入
れ以前に，小売店側からの要請で，すでに対応を決定していたことになる 80。
　なお，あらたのコンバイン・センターが再稼働したのは，地震発生 2 ヶ月半後の 2011 年 5
月 25 日であった。順次卸売企業を増やす中で，比較的ボリュームの多い卸売企業である東流
社のコンバインが再稼働したのが 6 月 6 日であった。
③東流社によるユニ・チャーム商品のツルハ店直納品
　さて，東流社では，このあらたのコンバイン方式の機能停止にともない，ユニ・チャームか
らツルハの店舗への直接の商品供給，いわゆる店直によって，停止したシステムを補完するこ
ととなった。
　表－ 5 にも示されるように，ユニ・チャームは，福島工場（福島県東白川郡棚
たな
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26 － 1）が震災に遭って生産ラインがストップした。それから 2 週間経った 3
月 25 日から，同工場に隣接するユニ・チャーム北日本 DC（通称：福島棚倉 DC）が出荷可能
となった。他方，東流社の仙台営業所管内のツルハは 71 店舗あった。このうち，再開の見通
しがつかなかったのは，津波で流された店舗 3 店舗（鹿妻店，気仙沼店，中浦店），放火され
た店舗 1 店（渡波店），破損が激しく開店の見通しがつかない店舗 1 店（グロ－ジェ泉大沢店）
であった 81。東流社では，これらを除く商品の受入可能な店舗への店直の方針を決め，福島棚
倉 DC に商品の引き取りに行くこととし，その手配手順を決めた 82。
　その手配手順によると，まず引き取りの営業日（日曜・祝日を除く）2 日前の正午までに商
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品名と数量を東流社のセンター発注担当者がユニ・チャームの担当課長へメールし，これを受
けたユニ・チャーム担当課長が営業日 1 日前の午前 9 時までに東流社センター発注担当者に，
引き取り可能な商品名とその数量をメールで返信する。次に，必要な車輛台数が決まったら，
東流社が福島の物流で協力をしてもらっている山
やま
八
はち
運送へ，電話あるいは FAX で引き取り依
頼の連絡をする。これと同時に，東流社のセンター発注担当者とユニ・チャームの担当課長の
間で引き取り可能台数と時間の確認をし，引き取りの営業日 1 日前の正午にユニ・チャームの
受注が完了することとした。営業日の引き取り時間は，9 時から 15 時までとされ，山八運送
が引き取った商品は，その日のうちに二本松の物流センターに納品することとした。
　実際にツルハ店舗への店直のための二本松からの引き取りが開始されたのは，3 月 29 日で
あった。ユニ・チャームの福島棚倉 DC から主にツルハ向け引き取りに要したトラック（10
トントラック）は，4 月 4 日までで 28 台（すべて山八運送）であった。このほかに，翌 4 月 5
日にユニ・チャームの静岡の掛川から 7 台（山八運送 4 台，丸や運送 2 台，仙台 TC 行きの東
武運輸プリウェ 1 台），4 月 8 日に埼玉川越 DC から 2 台（丸や運送）で，4 月 8 日までの合計
は 37 台であった。
　このコンバイン補完体制の要となる二本松物流センターへ本社と仙台および郡山からの応援
の人員が派遣された。その人数は，3 月 21 日から 6 月 3 日までの延べ人数で 557 名にも達し
た 83。
　なお，運賃と東流社の棚倉 DC 引き取り分の手数料については，ユニ・チャーム側の運送料
金は 1 台分 5 万円であった。東流社では，地元運送会社との実際の契約金を 3 万 5 千円とし，
ユニ・チャーム提示分との差額の 1 万 5 千円を 1 台分の配車手数料としていただくことになっ
た。掛川 DC 引き取り分は一部を除いて，また川越 DC 引き取り分は，輸送距離などが長いこ
ともあって，それよりも東流社の受領手数料は高めに設定された。
　コンバイン方式は，コンバインのセンターに集中して在庫をもって複数の帳合分を出荷する
一括納入方法であるので，その機能停止は複数のメーカーや参加卸売企業に影響を及ぼすこと
になった。しかし，メーカーや東流社など各卸売企業で維持され復旧した機能を活用して，通
常と異なる物流の流れを設定することで緊急の商品供給を可能としたのである。
5．震災からの学習と教訓
（1）業務上の課題
　東流社では，震災の発生にともなう業務の不全とその対応を通じて，多くの課題が浮き彫り
にされることとなった。
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　前述のように各物流センターで停電は起きたが，通電後，データの被害がなかったことが確
認された。したがって，停電対応がひとつの課題となった。緊急シャットダウンまでの電源を
確保する無停電装置（UPS）を各物流センターに配置していたが，長時間の停電には対応でき
ず，そのためには自家発電設備が必要であった。自家発電設備があったのは，ハウジングして
いた青森市の ACS や二本松物流センターだけであり，震災時のインフラ機能上，自家発電設
備の充実がひとつの課題として浮き彫りにされた 84。
　この後，関東物流センターに自家発電設備を設置した。と同時に，ハウジングによるいち早
い機能復帰は，大きな学習効果となり，関東物流センター用のサーバについて，セコムのデー
タセンターにハウジングを委託することとなった。
　通信手段として，当時のソフトバンクの携帯電話は，震災発生時につながりにくかったので，
中継基地の多いドコモや au に切り替えた。
　売掛・買掛などの伝票処理でも，手作業を通じた対応は可能であったが，納品不可店舗の伝
票処理の確認をはじめ，さまざまな臨時体制上の課題や通常業務への復帰過程での課題が浮き
彫りにされた。また，緊急商品の調達に関しても，手順や情報のフローの整備が課題とされた。
（2）震災後の取り組みと社会的評価
①創立 20 周年記念の集いとマーチャンダイジングフェアの開催
　東流社は，震災発生から 3 年後の 2014 年 3 月 5 日，仙台市の江陽グランドホテルで ｢創立
20 周年感謝の集い｣ を開いた。また，同日と翌 3 月 6 日の両日には，同社で初めての見本市
となるマーチャンダイジングフェアを仙台市のサンフェスタで開催した 85。
　1995 年に発足して，同年も含めて 20 周年を記念した ｢感謝の集い｣ は，440 名（うち東流
社関係者 40 名）が出席した。｢絆・感謝・未来｣ をテーマとするマーチャンダイジングフェア
には，182 のメーカーが出展し 180 の小売業が参加した。来場者は 480 名にのぼった。東流社
としては，東日本大震災時とそれ以降の協力に対する業界関係者への感謝の意を表明するとと
もに，東流社の現況と今後の方向性について理解してもらい，さらに絆を深める場にしたいと
いう趣旨であった。また，多くの人が仙台に集まることが復興支援につながるとのねらいもあっ
た。マーチャンダイジングフェアでは，J － NET メンバーの協力や助言を得ながら，東流社
としての商品・売場の提案を示すとともに，東流社従業員のスキルアップを披露することにも
なった。
②関東支店・物流センターの新設
　同じ 2014 年の 6 月 20 日には，新たに栃木県佐野市（西浦町 570 － 9）に建設していた東流
社の関東支店・物流センターが竣工したので，その披露会を開催した。従来の関東支店の 3 カ
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所に分散していたセンターを集約したもので，佐野インター産業団地内に新築された。東北自
動車道の佐野 SA スマート IC から約 5 分の至便な場所である 86。
　東日本大震災でも業務を継続した実績をふまえながらも，ともすれば計画通りの機能を発揮
できなかったり，故障時には逆にネックとなることが震災で露呈された複雑な仕組もあった。
それは自社だけではなく，他社での経験にもみられた。そうしたシステムを避けたのが，震災
からの反省を活かした点といえる。
　他社では，大型自動倉庫内の在庫が荷崩れを起こして安全装置が作動し，スタッカ・クレー
ンが動かなくなった。このために入出庫が停止し，荷崩れした商品を元の位置に戻すために鳶
職人数人に高所作業をさせたという。そこで，そのような自動倉庫の導入は見合わせた。
　電子的・機械的な仕分け装置も，電気がなければ作業が停止してしまうことがわかった。そ
こで，停電時でも人海戦術で物流作業をカバーできる仕組みを意識した。また，自家発電装置
については，消費電力の大きい物流機器まで動かす大規模な設備は，災害時においては燃料供
給の問題も発生するため現実的ではないと判断された。
　ピッキングカートは，標準的な 20 台のほかに東流社の独自開発の 70 台も配置された。いず
れも重量検品型である。これまでもコンテナを上下 2 ヶ所に搭載できるピッキングカートは
あったが，下の段のコンテナに商品を入れるには腰を曲げてかがむ必要があった。腰を曲げな
いで済む高さにコンテナを 3 つ並べて 3 店舗同時処理できるようにした新しい独創的なピッキ
ングカートであった。
　入荷検品ラインはオートスキャナーとオートラベラーによる自動検品で，2 ラインで 1 時間
当たり 3000 ケースとされた。出荷仕分けソーターは 7 シュート合計で 1 時間あたり 7000 ケー
スを高速かつ正確に仕分ける能力をもつものであった。また入出荷の生産性を考慮して，東流
社としては初めての低床式倉庫とシートシャッターを採用し，外気や埃や虫の侵入の防止をは
かった。
③ ｢DBJ　BCM 格付｣ の評価
　東流社は，2015 年 2 月 25 日，株式会社日本政策投資銀行（DBJ：Development Bank of 
Japan Inc.）による「DBJ BCM 格付」の審査結果の通知を受け，この評価と「地域元気プロ
グラム」にもとづく融資を受けることとなった 87。
　「DBJ BCM 格付」融資は，日本政策投資銀行が独自に開発した評価システムにより防災及
び事業継続への取り組み（BCM：Business　Continuity　Management）の優れた企業を評価・
選定し，その評価に応じて融資条件を設定するという融資制度である。日本政策投資銀行では，
2006（平成 18）年度から，評価対象の防災への取り組みを総合的に評価する「DBJ 防災格付」
融資を実施してきた。さらに，東日本大震災以降は，大震災等を踏まえた個別企業への緊急ヒ
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アリングも行い，得られた教訓や事業継続の要諦を踏まえ，評価システムの内容を大幅に見直
すようになったのである。すなわちリスクの予防だけにとどまらず，危機事案発生後の戦略・
体制等を含めた企業の事業継続性を総合的に評価する内容となっていたのである。
　「DBJ BCM 格付」の審査で，東流社がまず評価された諸点は，次の 3 つであった。
（ⅰ） 　従業員の生命安全確保のために，救命救急講習修了者の確保，避難訓練の実施，安否確
認体制の確立，衛星携帯電話など連絡通信手段の確保に取り組んでいる。 
（ⅱ）　物流拠点や基幹情報システムの代替性を有している。
（ⅲ） 　広域卸ネットワーク「J-NET」を活用することにより同時被災性を回避した商品調達機
能を確保している。 
　　　さらに，4 つめとして，前述の新しい関東物流センターの評価も加わっている。
（ⅳ） 　平成 26 年 5 月に竣工した関東物流センターは，高い作業効率や省エネルギー性能を有
するとともに，東日本大震災での被災経験を踏まえ，有事の業務継続を可能にする物流機
能を意識的に具備している。 
　東日本大震災により被災を受けながらも，翌日には応急的な復旧を行い商品を供給すること
で被災地のライフライン確保の重責を担うなど取引先から高い評価を得たことや，震災時の対
応で残された課題への対応が評価されたのである。
④『「DBJ　BCM 格付」結果通知書』の指摘
　好評の一方で，『「DBJ BCM 格付」結果通知書』では，今後に取り組むべき課題も指摘された。
外部機関による卸売企業の社会的役割への期待を知る上でも貴重な内容でもあるので，長文を
厭わず引いておきたい 88。
　｢災害発生時に地域のライフライン拠点としての役割を担う責務の重さを踏まえれば，今後，
より多様なリスクに柔軟に対応し得る体制を構築することが要請されよう。具体的には，意思
決定者不在時の権限委譲体制の明確化，防災対策の内部監査の実施など防災対策の高度化があ
げられる。加えて，事業継続に関する戦略の策定が必要となろう。上流・下流との間で相互の
事業継続に関する体制・対応を共有することも，有事の際のサプライチェーン強化に資する効
果的な取り組みと思われる。商流の中間流通機能を担う卸売業が有事に求められる役割を考慮
した場合，事業継続に関する事前対策の内容と程度は，自社のみの判断では決まらないことも
想定され，取引先や公的機関など様々なステークホルダーとの対話が必要となろう。具体的に
は，重要顧客の在庫に関して，戦略的な積み増しあるいは分散配置した場合の経済性の考え方
について協議を重ねる必要があろう。こうした一連の取り組みの蓄積が，貴社の企業防災力お
よび事業継続力を向上させ，ひいては収益基盤の強化に資するものと目される。
　東日本大震災という特異な経験を活かしながら，東北地方を代表する卸売事業者として，企
20-01-086　012　佐々木聡.indd   285 2020/03/05   16:52:28
―経　　営　　論　　集―286
業価値向上と持続可能な社会の構築のために貢献する今後の姿を期待したい。｣
　東北の広域エリアへの商品供給を担う東流社の社会的役割の大きさを認め，東日本大震災前
後の東流社の状況や行動を精査したうえで，災害という有事に向けた関連企業との連携による
主体的かつ日常的な取り組みの課題について指摘している。
　この指摘を受けて，東流社では，請求行為に紙を不要とする EDI 化，請求書の電子化・標
準化，システムのクラウド化などを進めるとともに，自治体と災害協定を結んでいる小売業と
の取り組み強化と対応在庫の積み増しなどもはかった。衛星携帯電話の設置はその一環であっ
た。
　しかし，上流と下流も含めた全体的な取り組みの課題は，もとより東流社のみをもっては推
進できることではない。日用雑貨および化粧品などの業界全体が，全体最適をはかりながら取
り組むべき残された課題は多いといえる。
おわりに
　最後に，これまでみてきたことから明らかにされたことや確認されたことを整理しておくこ
とにしたい。
　まず東日本大震災の東流社経営史上の位置づけをみると，東北各地の有力卸売企業の合併に
よる会社の創設から 16 年後，経営の再スタートから 12 年後のことであり，3 代目の新しい社
長が就任してからは 1 年弱のことであった。しかも，震災発生時には，社長も会長に就任した
前社長も，本社にはいなかった。統合的な会社組織としての経験と蓄積もまだ浅く，リーダー
シップを十分に発揮しにくい状況の下で，大きな被災に見舞われたのである。
　そうした状況のなかで，本社にいた経営者や現場の従業員が，各方面と連絡を取り合いなが
ら情報収集に努め，被災状況をふまえた判断による行動をとらざるを得なかった。場当たり的
な対応を強いられるなかで，地理的制約と市場特性による分散的拠点という状況が幸いする一
面をもつことが明確になってきた。
　まず，業務上の失敗もふまえて，物流の頭脳部分を青森にハウジングしており，また物流セ
ンターも東北の各地域に分散していたことである。また受注のセンターを山形に置くこともで
きた。新設の基幹的物流センターの二本松 DC の被害が少なく原発から離れた位置にあったこ
とは，緊急的な物流システム設計の面で大きな意味をもったのである。
　さらに，停電によってシステムが停止したものの，システムそのものやネットワークが打撃
を受けなかった。このため，通電後，ほとんどのシステムが回復したことも幸いであった。
　伝票処理などの業務面では，｢昔取った杵柄｣ の古参社員による経験や手作業が，臨時的な
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対応力となった。この意味で，属人的な技能が活かされたことはあらためて注目されることと
なった。技能を技術化した業務システムのなかで，一定程度，技能に還元できる弾力的なシス
テムの再設計も課題となったとみられる。
　業界全体の効率を考慮して設計された物流システムの面でも，同様であった。他社混載型の
システムが，その拠点センターが打撃を受けたことにより機能しなくなり，これに参加してい
た東流社自身が，その補完を担うことになったのである。その際，やはり連絡や情報の確認は，
マニュアルのないなかで，交渉力と営業力と事務処理能力といった従業員の力が大きな支えと
なった。
　震災時の対応と行動によって浮き彫りにされた課題は少なくなかったが，栃木県に新設され
た新しい物流センターは，震災の経験からの学習を活かして設計された新しいものであった。
　以上のような東日本大震災時の東流社の行動は，金融機関による一定の社会的評価を受け，
そのこと自体が，通常業務のみならず，社会的危機発生時の卸売企業の能力と役割を社会に認
知される契機となったといえよう。その評価書での指摘を受けて少なからず改善がはかられた
が，残された課題も少なくなかった。そうした諸課題は，東流社にとっての継続的な課題であ
るのみならず，日用雑貨業界全体として取り組むべき課題であることが浮き彫りにされた面も
あったといえる。
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7 　『日本経済新聞』（1996 年 3 月 5 日，地方経済面・新潟），『日本経済新聞』（1996 年 3 月 7 日，地方経済面・
東北 B），『日経流通新聞』（1996 年 3 月 7 日）。
8　『日経流通新聞』（1996 年 5 月 21 日）。
9 　『日経流通新聞』（1996 年 11 月 7 日）および東流社・熊谷泰常務への聴き取り調査（2018 年 11 月 2 日）に
よる。
10　『日経流通新聞』（1997 年 9 月 9 日）。
11 　『日経流通新聞』（1996 年 11 月 7 日）および東流社・熊谷泰常務への聴き取り調査（2018 年 11 月 2 日）に
よる。
12 　『日経流通新聞』（1995 年 10 月 26 日），『日経流通新聞』（1997 年 5 月 20 日），『日経流通新聞』（1997 年 9
月 18 日）による。盛岡市の盛岡南センターについては『日経流通新聞』（1996 年 3 月 19 日）を，須賀川市
のセンターについては「日本経済新聞」（1997 年 2 月 4 日，地方経済面東北 B）をそれぞれ参照されたい。
13　『日本経済新聞』（1998 年 10 月 8 日，地方経済面・東北 A），『日経流通新聞』（1998 年 10 月 29 日）。
14　東流社・熊谷泰常務への聴き取り調査〔2018 年 11 月 2 日〕による。
15　『日経流通新聞』（1999 年 1 月 26 日）。
16　東流社・熊谷泰常務への聴き取り調査〔2018 年 11 月 2 日〕による。
17　『日経流通新聞』（1999 年 7 月 3 日）。
18 　一般に，卸売企業の発揮する役割は，ナショナル・ブランドをもつ有力メーカーと，さほどの力がないメー
カーとでは，若干の差異がある。前者に対しては，市場調整とリスク管理といったいわば商社的役割が大きい。
これに対して，後者に対しては，さらに販売促進の役割も求められる。その分だけ，後者のメーカーから卸
店に支払われる帳合料も大きくなる（佐々木聡『中部地域有力卸売企業・伊藤伊の展開―多段階取引から小
売直販への移行と全国卸あらたへの道』（ミネルヴァ書房，2019 年 3 月）379 頁。全国卸のような大手卸売企
業は，仮にそれぞれの商品カテゴリーでトップの製品だけを扱っても事業を継続できなくもない。メーカー
が多くの販売促進費をつぎ込むので，販売量が落ちないからである。しかし，各商品カテゴリーで必ずしも
首位の商品を製造していないメーカーの場合，全国卸だけではなく，各地域や広域的な卸売企業の販売促進
機能に依存しながら，各地域の小売店の店頭にきめ細かく商品を配架してもらう必要がある。広域卸売企業
の東流社も，そうした中間流通上の重要な役割を担っていたのである（東流社・熊谷泰常務への聴き取り調
査〔2018 年 11 月 2 日〕を参考にしている）。
19 　1923（大正 12）年 1 月創業の防虫剤・殺虫剤・除湿剤，消臭・芳香剤メーカーである（『平成二十三年版　
全国日用品・化粧品業界名鑑』石鹸新報社 2010 年 11 月，41 ～ 42 頁）。
20 　ミヨシ石鹸は，1921 年の 11 月に，石鹸の製造と販売に関わっていた三木巳之吉と吉村又一郎の提携によっ
て，三木の「ミ」と吉村の「ヨシ」から命名して設立されたミヨシ石鹸工業合資会社として創業している（幸
書房編『ミヨシ油脂株式会社 80 年史』2002 年 12 月，3 ～ 18 頁）。
21　東流社・熊谷泰常務への聴き取り調査〔2018 年 11 月 2 日〕による。
22 　『日本経済新聞』（1999 年 1 月 25 日，夕刊），『日本経済新聞』（1999 年 1 月 26 日，地方経済面・東北 B），『日
経流通新聞』（1999 年 1 月 26 日），『日本経済新聞』（1999 年 7 月 2 日，地方経済面・東北 B）。
23 　『日本経済新聞』（1999 年 1 月 25 日，夕刊），『日本経済新聞』（1999 年 1 月 26 日，地方経済面・東北 B），『日
経流通新聞』（1999 年 1 月 26 日），『日本経済新聞』（1999 年 7 月 2 日，地方経済面・東北 B）。
24 　『日経流通新聞』（1999 年 1 月 26 日）。東流社側の事情に注目すると，その設立母体となった各社は，営業
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権譲渡後は不動産を管理する会社となっていた。いずれ，各社の優良資産を東流社へ統合するという話もあっ
たようであるが，バブル崩壊やリーマン・ショックを経て，かつての遊休施設がますます大きな負担となり，
そうした統合ができなくなっていったのである（東流社・熊谷泰常務への聴き取り調査〔2018 年 11 月 2 日〕
による）。
25　『日本経済新聞』（1999 年 7 月 2 日），『日経流通新聞』（1999 年 7 月 3 日）。
26　『日本経済新聞』（1999 年 7 月 2 日），前掲『会社経歴書』。
27　『日経流通新聞』（2000 年 6 月 6 日）。
28 　『日経流通新聞』（1999 年 7 月 6 日），『日本経済新聞』（2001 年 7 月 4 日，地方経済面東北 B），『石鹸日用
品新報』（2002 年 6 月 12 日）。ただし，『日経流通新聞』（2000 年 6 月 6 日）では，「売上高は前期より 3％減っ
た」とも報じられている。
29　『日本経済新聞』（2001 年 7 月 4 日，地方経済面東北 B），『日経 MJ』（2001 年 7 月 12 日）。
30　前掲『会社経歴書』，『石鹸日用品新報』（2002 年 8 月 28 日）。
31　『日経 MJ』（2006 年 4 月 3 日）。
32　『日経 MJ』（2006 年 12 月 6 日）。
33 　『日経 MJ』（2006 年 12 月 6 日），『日経 MJ』（2007 年 3 月 11 日），『日経 MJ』（2007 年 5 月 21 日），『日経
MJ』（2008 年 4 月 13 日），『石鹸日用品新報』（2007 年 2 月 14 日）。
34 　10 社は，ハリマ共和物産，岡山四国共和，広島共和物産，北九州共和，長崎共和，大分共和，宮崎共和，イー
ライフ共和，ジーマックスおよび東流社である（『石鹸日用品新報』2009 年 10 月 7 日）。
35　『石鹸日用品新報』（2009 年 3 月 25 日），『石鹸日用品新報』（2010 年 3 月 31 日）。
36　前掲『平成二十三年版　全国日用品・化粧品業界名鑑』180 頁。
37　前掲『会社経歴書』および東流社・熊谷泰常務への聴き取り調査（2018 年 11 月 2 日）による。
38　『石鹸日用品新報』（2010 年 6 月 2 日）。
39　『石鹸日用品新報』（2010 年 6 月 2 日）。
40　前掲『平成二十三年版　全国日用品・化粧品業界名鑑』180 頁。
41　『石鹸日用品新報』（2011 年 6 月 8 日）。
42 　ここでの本社の地震発生時および翌日の状況については，特に断りのない限り，東流社人事総務部作成「東
日本大震災総括－本社（仙台）を中心に総括」（2011 年 5 月）および東流社・芳賀愉一郎社長・熊谷泰常務・
佐藤幸雄取締役・飯野浩樹人事総務部リーダーへの聴き取り調査〔2016 年 9 月 23 日〕による。
43 　隣接する倉庫との間の壁をぶち破ってきたのが，ミネラルウォ―ターやカップ麺であった。食料品関係の
会社のセンターで，冷凍設備もあったが，停電のため使えなかったという。東流社側で，ガスボンベ，コン
ロをもっていたので，ミネラルウォ―ターを沸かして，カップ麺を買い取るかたちで消費させてもらった。
しかし，最後には水が足りなくなって，爽健美茶でカップ麺を食べたという。なお，消費分の請求書は一般
小売価格であったという（東流社・芳賀愉一郎社長・熊谷泰常務・佐藤幸雄取締役・飯野浩樹人事総務部リー
ダーへの聴き取り調査〔2016 年 9 月 23 日〕による）。
44 　震災前年の数値であるが，東流社には 260 名の従業員と 245 名のパートが業務に従事していた（前掲『平
成二十三年版　全国日用品・化粧品業界名鑑』180 頁）。後のまとめによると，このうち住まいが半壊以上の
被害に遭った方は 16 名，車輌被害は 4 名，原発事故で長期の避難を余儀なくされた方が 1 名であった（東流
社作成「東日本大震災　従業員の被害状況と経過について」2012 年 3 月現在）。
45 　ここでの本社の通信・交通の状況については，前掲「東日本大震災総括－本社（仙台）を中心に総括」（2011
年 5 月）と東流社・芳賀愉一郎社長・熊谷泰常務・佐藤幸雄取締役・飯野浩樹人事総務部リーダーへの聴き
取り調査〔2016 年 9 月 23 日〕による。
46 　飯野氏によると「映像も北海道とか八戸のもので，ここ仙台の情報が流されない。われわれは，電気が通っ
た何日後かに，こんなことが起こっていたのかと知った。明け方に，気仙沼の大火災はみたけど，原発の爆
発を知ったのは何日か後のことだった」という（東流社・芳賀愉一郎社長・熊谷泰常務・佐藤幸雄取締役・
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飯野浩樹人事総務部リーダーへの聴き取り調査〔2016 年 9 月 23 日〕による）。
47 　こうしたこともあって，東流社では，後に「少し高いけど，ドコモに一斉に変えた」という（東流社・芳
賀愉一郎社長・熊谷泰常務・佐藤幸雄取締役・飯野浩樹人事総務部リーダーへの聴き取り調査〔2016 年 9 月
23 日〕による）。
48 　前掲「東日本大震災総括－本社（仙台）を中心に総括」（2011 年 5 月），『石鹸日用品新報』（2010 年 6 月 2 日）
および東流社・芳賀愉一郎社長・熊谷泰常務・佐藤幸雄取締役・飯野浩樹人事総務部リーダーへの聴き取り
調査〔2016 年 9 月 23 日〕による。熊谷常務によると，東横インホテルには，韓国やヨーロッパ系の医療団
が来ていたという。また，ホテルのドアが開いていたので，「自分のためにオートロックで閉まらないように
開けて置いてくれたのかなぁと思ったら，閉まらない状態だった」という（東流社・芳賀愉一郎社長・熊谷
泰常務・佐藤幸雄取締役・飯野浩樹人事総務部リーダーへの聴き取り調査〔2016 年 9 月 23 日〕）。
49 　株式会社東流社社内資料「全従業員の皆さんへ」（株式会社東流社代表取締役会長・寺嶋大祐，代表取締役
社長・芳賀愉一郎，平成 23 年 3 月 16 日）。
50 　株式会社東流社社内資料「お取引メーカー御中営業責任者各位」（株式会社東流社代表取締役会長・寺嶋大
祐，代表取締役社長・芳賀愉一郎，平成 23 年 3 月 16 日）。
51 　株式会社東流社社内資料「お取引メーカー御中営業責任者各位」（株式会社東流社代表取締役会長・寺嶋大
祐，代表取締役社長・芳賀愉一郎，平成 23 年 3 月 22 日）。
52　東流社・熊谷泰常務への聞き取り調査〔2018 年 11 月 2 日〕による。
53 　東流社業務システム部作成「東日本大震災総括」（2011 年 6 月 9 日）および東流社・熊谷泰常務への聞き
取り調査〔2018 年 11 月 2 日〕による。
54 　東流社業務システム部作成「東日本大震災総括」（2011 年 6 月 9 日）および東流社・熊谷泰常務への聞き
取り調査〔2018 年 11 月 2 日〕による。
55　東流社・熊谷泰常務への聞き取り調査〔2018 年 11 月 2 日〕による。
56 　前掲「東日本大震災総括」（2011 年 6 月 9 日）および東流社・芳賀愉一郎社長・熊谷泰常務・佐藤幸雄取
締役・飯野浩樹人事総務部リーダーへの聴き取り調査〔2016 年 9 月 23 日〕による。
57　株式会社東流社『TORYU』（作成年不明，2010 年頃と推定される）。
58 　東流社・芳賀愉一郎社長・熊谷泰常務・佐藤幸雄取締役・飯野浩樹人事総務部リーダーへの聴き取り調査〔2016
年 9 月 23 日〕による。なお，これより先，北東北では秋田にも物流センターを置いていたが，効率の関係で
盛岡に集約したという（筆者による熊谷泰常務に対する質問への回答）。
59 　前掲『東日本大震災総括」（2011 年 6 月 9 日），『石鹸日用品新報』（2010 年 6 月 2 日）および東流社・芳賀
愉一郎社長・熊谷泰常務・佐藤幸雄取締役・飯野浩樹人事総務部リーダーへの聴き取り調査〔2016 年 9 月 23
日〕による。
60 　前掲「東日本大震災総括」（2011 年 6 月 9 日），株式会社プラネット　『PLANET　van van』No.95（2012
年夏号）2 頁および東流社・熊谷泰常務への聞き取り調査〔2018 年 11 月 2 日〕による。
61　筆者による熊谷泰常務に対する質問への回答による。
62 　前掲「東日本大震災総括」（2011 年 6 月 9 日），前掲『PLANET　van van』No.95 および東流社・熊谷泰
常務への聞き取り調査〔2018 年 11 月 2 日〕による。
63 　前掲「東日本大震災総括」（2011 年 6 月 9 日）所収「大震災後，モバイル処理件数実態とモバイル機能（L5）
効果」）。
64 　前掲『PLANET　van van』No.95（2012 年夏号）2 頁，東流社業務システム部作成「東日本大震災総括」（2011
年 6 月 9 日）および東流社・熊谷泰常務への聞き取り調査〔2018 年 11 月 2 日〕による。
65 　東流社・芳賀愉一郎社長・熊谷泰常務・佐藤幸雄取締役・飯野浩樹人事総務部リーダーへの聴き取り調査〔2016
年 9 月 23 日〕および筆者による熊谷泰常務に対する質問への回答などによる。
66 　東流社・芳賀愉一郎社長・熊谷泰常務・佐藤幸雄取締役・飯野浩樹人事総務部リーダーへの聴き取り調査〔2016
年 9 月 23 日〕による。
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67　本社のシステムに回復に関する記述は， 東流社・熊谷泰常務への聞き取り調査〔2018 年 11 月 2 日〕による。
68 　ここでの売掛業務の処理に関する記述は，前掲「東日本大震災総括」（2011 年 6 月 9 日）および東流社・
熊谷泰常務への聞き取り調査〔2018 年 11 月 2 日〕による。
69 　ここでの仕入（買掛）業務の処理に関する記述は，前掲「東日本大震災総括」（2011 年 6 月 9 日），前掲『PLANET　
van van』No.95，3 頁および東流社・熊谷泰常務への聞き取り調査〔2018 年 11 月 2 日〕による。
70 　内閣府 HP・防災情報のページ『防災に関してとった措置の概況・平成 23 年度の防災に関する計画〔第
177 国会（常会）提出〕』33 頁。
71　株式会社東流社『TORYU 二本松物流センターご案内』（作成年不明）。
72 　東流社・芳賀愉一郎社長・熊谷泰常務・佐藤幸雄取締役・飯野浩樹人事総務部リーダーへの聴き取り調査〔2016
年 9 月 23 日〕による。
73 　東流社・芳賀愉一郎社長・熊谷泰常務・佐藤幸雄取締役・飯野浩樹人事総務部リーダーへの聴き取り調査〔2016
年 9 月 23 日〕による。
74 　東流社人事総務部「東日本大震災総括－本社（仙台）を中心に」（2011 年 5 月末日）および東流社・芳賀
愉一郎社長・熊谷泰常務・佐藤幸雄取締役・飯野浩樹人事総務部リーダーへの聴き取り調査〔2016 年 9 月 23
日〕による。
75 　ここでの各メーカーの動きに関する記述は，東流社カテゴリー・商品統括部「震災時・その後に於けるメー
カー様の対応の取り纏め」（2011 年 6 月 1 日），東流社・菊地取締役確認分 ｢2011.3.11 東日本大震災｣，東流社・
芳賀愉一郎社長・熊谷泰常務・佐藤幸雄取締役・飯野浩樹人事総務部リーダーへの聴き取り調査〔2016 年 9
月 23 日〕および東流社・熊谷泰常務への聞き取り調査〔2018 年 11 月 2 日〕などによる。
76　前掲「震災時・その後に於けるメーカー様の対応の取り纏め」（2011 年 6 月 1 日）。
77　東流社・佐藤幸雄氏作成 ｢メーカー商品供給対応方法－ 1｣（2011 年 3 月 21 日）。
78 　｢横持ち｣ や当時の臨時物流体制についての叙述は，前掲 ｢メーカー商品供給対応方法－ 1｣（2011 年 3 月
21 日）や東流社・芳賀愉一郎社長・熊谷泰常務・佐藤幸雄取締役・飯野浩樹人事総務部リーダーへの聴き取
り調査〔2016 年 9 月 23 日〕による。
79 　ここでの ｢コンバイン｣ 方式についての説明は，特に断りのない限り，株式会社あらた（旧ダイカ株式会社）
および株式会社プラネットの関係者への質問に対する回答による。
80　筆者による東流社の関係者へ質問に対する回答による。
81 　東流社・東北統括部 ｢3.11 震災の得意先様被害状況まとめ（東北統括部）｣（作成年月日不明，ただし 2011
年 5 月 6 日現在報告という項目があるので，それ以降の作成と推定される）。
82 　東流社・佐藤幸雄氏作成 ｢ユニ・チャーム様福島 DC（棚倉）引き取り手配手順｣（2011 年 3 月 29 日）お
よび前掲「震災時・その後に於けるメーカー様の対応の取り纏め」（2011 年 6 月 1 日）。
83　前掲「東日本大震災総括」（2011 年 6 月 9 日）所収「コンバイン停止による二本松物流応援人員一覧」。
84 　ここでの課題に関する叙述は，前掲「東日本大震災総括」（2011 年 6 月 9 日）および東流社関係者への筆
者の質問に対する回答による。
85 　ここでの 2 つの催しに関する記述は，『日本商業新聞』〔2014 年 3 月 10 日〕，『日本商業新聞　VIEW　
EXPRESS』〔2014 春・夏号，Vol.18〕（日本商業新聞，2014 年 6 月）34 ～ 36 頁，『石鹸日用品新報』（2014
年 7 月 2 日）などによる。
86 　ここでの関東支店・物流センターに関する記述は，『日本商業新聞』〔2014 年 7 月 7 日〕，『日本商業新聞　
VIEW　EXPRESS』〔2014 春・夏号，Vol.18〕36 ～ 37 頁，『石鹸日用品新報』（2014 年 7 月 2 日）および筆
者の質問に対する熊谷泰常務からの回答などによる。
87 　ここでの東流社への「DBJ BCM 格付」の審査に関する記述は，株式会社政策投資銀行『株式会社東流社
宛　｢DBJ BCM 格付｣ 結果通知書』（政環境 26 － 141 号，平成 27 年 2 月 25 日），日本政策投資銀行のホー
ムページの DBJ ニュース https://www.dbj.jp/ja/topics/dbj_news/2014/html/0000018816.html などによる。
88　前掲『株式会社東流社宛　｢DBJ　BCM 格付｣ 結果通知書』。
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【付記】本稿執筆にあたり，東流社の関係者および石鹸新報社の由上優氏にご理解とご協力を
いただいた。記して，感謝の意を表したい。
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The Great Earthquake in Eastern Japan and one Wide-Area Wholesale 
Enterprise in the Tohoku Region, Toryusha
This paper makes the following six points.
First, the Eastern Japan Great Earthquake occurred just less than one year after the third 
president of Toryusha was inaugurated. The date of the earthquake marked the 17th year 
since the company’s founding through a merger of four strong wholesaler companies in the 
northeastern districts, and the 13th year since a major overhaul of the management had 
taken place. Both the president and the former president (who became a chairman) were 
not in the headquarters at the time of the earthquake. The crisis that the company’s 
relatively inexperienced staff faced was unprecedented. Thus it is difficult to imagine their 
level of stress and express it sufficiently in words. The directors in the headquarters and 
employees on-site had to act upon their own judgment, based on their assessment of the 
circumstances in each district, collect information, and relay it to those in the other 
operations. 
Second, the paper shows that distribution of the business operations based on geographical 
restrictions and the characteristics of the market had a favorable effect. Re-locating the 
computer system in the central part of the logistics operation in Aomori in response to an 
administrative failure was a fortuitous decision for the company. The operations of the 
logistics center were distributed throughout the northeastern area. It was thus possible to 
concentrate order-receiving operations in Yamagata. The damage to Nihonmatsu DC, the 
newly established main logistic center, was minimal, and its location was not close to the 
nuclear power plant. Toryusha prepared an urgent physical distribution system plan. 
Though the system stopped temporarily as a result of the interruption in the power supply, 
the system itself and the network were not damaged. Therefore it was fortunate that most 
of the systems could be restored after being re-booted.
Third, it is important to point out the hard work of the experienced senior staff whose 
special skills allowed them to respond to this extraordinary situation and make use of their 
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expertise. 
Fourth, a combined system of logistics with the national wholesale company could no longer 
function after the center had been damaged. Toryusha, which participated in the system, 
played a supporting role in these activities. When the national wholesale company asked for 
the cooperation of participating wholesalers, Toryusha responded to the requests. However, 
Toryusha showed greater responsiveness to the needs of the retail stores in sales 
destinations than those of the national wholesale company.
Fifth, the design for the new physical distribution center in Tochigi prefecture was based 
on what was learned from the experiences during the earthquake disaster. By devising and 
implementing the new system based on their past experiences, the designers could avoid 
the same complications they had encountered during the earthquake disaster.
Sixth, Toryusha’s response and role as a wholesaler during the national emergency caused 
by Eastern Japan Great Earthquake were highly praised by financial institutions, and this 
provided Toryusha with an opportunity for wider social recognition. 
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